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＜各節の実施主体一覧＞
	節
	項
	実施主体

	
	
	町
	関係機関

	第１節 宇美町防災会議運用計画
	第１項 町防災会議運用計画
	危機管理課
	-

	第２節 住民が行う防災対策
	第１項 住民が行う主な防災対策
	-
	-

	
	第２項 地区防災計画の策定
	町防災会議
	-

	第３節 自主防災組織整備計画
	第１項 自主防災組織育成計画
	危機管理課
	-

	
	第２項 自主防災組織の活動内容
	-
	-

	第４節 企業等防災対策の促進計画
	第１項 事業継続計画の策定
	危機管理課
	-

	
	第２項 企業等の防災対策及び防災活動
	-
	-

	
	第３項 町が行う措置
	危機管理課
	-

	第５節 防災知識普及計画
	第１項 職員に対する防災知識の普及
	危機管理課
	消防機関

	
	第２項 住民に対する防災知識の普及
	危機管理課
	消防機関

	
	第３項 児童、生徒等に対する防災知識の普及
	危機管理課、こどもみらい課、学校教育課
	-

	第６節 訓練計画
	第１項 総合防災訓練
	町
	防災関係機関

	
	第２項 各種防災訓練計画
	危機管理課、学校教育課
	防災関係機関

	第７節 防災施設、資機材等整備計画
	第１項 防災中枢機能等の確保・充実
	危機管理課
	-

	
	第２項 装備資機材等の整備充実
	危機管理課、健康福祉課、上下水道課
	消防機関

	
	第３項 備蓄物資の整備
	危機管理課
	-

	
	第４項 災害時用臨時へリポートの整備
	危機管理課、学校教育課、社会教育課
	-

	第８節 情報通信体制の整備計画
	第１項 情報通信施設等の整備
	危機管理課
	消防機関

	
	第２項 防災情報システムの整備
	危機管理課
	-

	
	第３項 広報、広聴体制の整備
	危機管理課、総務課、健康福祉課
	-

	第９節 避難誘導体制の整備計画
	第１項 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
	危機管理課、健康福祉課
	-

	
	第２項 指定避難所等の機能の整備
	危機管理課、健康福祉課
	-

	
	第３項 避難路の選定
	危機管理課、都市整備課
	-

	
	第４項 円滑な避難誘導のための備え
	危機管理課、健康福祉課、学校教育課
	消防機関、警察

	第１０節 広域応援体制整備計画
	第１項 他市町及び関係機関等との相互応援体制の整備
	危機管理課
	消防機関、警察、自衛隊

	
	第２項 広域一時滞在の受入れ体制の整備
	危機管理課
	-

	

	１１節 要配慮者対策計画
	第１項 社会福祉施設、病院等の対策
	健康福祉課、危機管理課
	消防機関

	
	第２項 保育園等における対策
	こどもみらい課
	-

	
	第３項 避難行動要支援者対策
	健康福祉課、危機管理課
	-

	
	第４項 外国人等への支援対策
	健康福祉課、危機管理課
	-

	
	第５項 要配慮者への防災教育・訓練等の実施
	健康福祉課、危機管理課
	-

	
	第６項 要配慮者への支援に関する住民の役割
	健康福祉課、危機管理課、まちづくり課
	-

	第１２節 災害救助法等運用体制整備計画
	第１項 災害救助法運用体制の整備
	危機管理課
	-

	
	第２項 罹災証明交付体制の整備
	危機管理課、税務課
	-

	第１３節 災害ボランティアの活動環境整備計画
	第１項 災害ボランティアの役割
	まちづくり課、危機管理課、健康福祉課
	社会福祉協議会

	
	第２項 災害ボランティアの受入体制の整備
	まちづくり課、危機管理課
	社会福祉協議会

	
	第３項 災害ボランティアの育成・支援
	まちづくり課、危機管理課
	社会福祉協議会

	第１４節 住宅の確保体制整備計画
	第１項 空家住宅の確保体制の整備
	管財課、危機管理課
	-

	
	第２項 応急仮設住宅の供給体制等の整備
	管財課、危機管理課
	-

	第１５節 交通・輸送体制整備計画
	第１項 緊急通行車両の事前届出
	危機管理課
	関係機関

	
	第２項 緊急輸送体制の整備
	危機管理課
	-

	第１６節 医療救助体制整備計画
	第１項 医療救護活動要領への習熟
	各課
	関係機関

	
	第２項 医療救護体制の整備
	健康福祉課
	医療機関、消防機関

	
	第３項 傷病者等搬送体制の整備
	-
	医療機関、消防機関

	第１７節 保健衛生・防疫体制整備計画
	第１項 保健衛生・防疫活動要領への習熟
	環境農林課、健康福祉課
	関係機関

	
	第２項 防疫用薬剤及び資機材等の確保
	健康福祉課
	-

	
	第３項 学校における環境衛生の確保
	学校教育課
	-

	第１８節 ごみ・し尿・がれき処理体制整備計画
	第１項 ごみ処理体制の整備
	環境農林課
	-

	
	第２項 し尿処理体制の整備
	環境農林課
	-

	
	第３項 がれき処理体制の整備
	環境農林課
	-

	第１９節 水害予防計画
	第１項 河川対策
	都市整備課、上下水道課、環境農林課
	-

	
	第２項 ため池対策
	環境農林課
	-

	第２０節 土砂災害予防計画
	第１項 土砂災害（急傾斜地崩壊、地すべり、土石流）の予防対策
	危機管理課、環境農林課、都市整備課
	　

	
	第２項 山地災害対策
	環境農林課
	-

	第２１節 都市防災関連計画
	第１項 建築物不燃化の推進
	管財課
	消防機関

	
	第２項 土地利用計画
	都市整備課、環境農林課、社会教育課、まちづくり課
	-

	
	第３項 土地区画整理・市街地再開発事業計画
	都市整備課
	-

	
	第４項 公園・緑地整備計画
	都市整備課、危機管理課
	-

	第２２節 建築物及び文化財等災害予防計画
	第１項 建築物災害予防計画
	危機管理課、各管理担当課
	消防機関

	
	第２項 文化財災害予防対策
	社会教育課
	消防機関

	第２３節 上水道、下水道施設災害予防計画
	第１項 上水道施設災害予防計画
	上下水道課
	-

	
	第２項 下水道施設災害予防計画
	上下水道課
	-

	第２４節　交通施設災害予防計画
	第１項 交通安全普及計画
	環境農林課、都市整備課、危機管理課、学校教育課
	-

	
	第２項 道路整備計画
	環境農林課、都市整備課、危機管理課
	-

	
	第３項 鉄道施設災害予防計画
	-
	JR九州

	第２５節 農林業災害予防計画
	第１項 農業災害予防計画
	環境農林課
	-

	
	第２項 林業災害予防計画
	環境農林課
	-

	
	第３項 災害予防に関する試験研究の推進
	環境農林課
	-

	第２６節 火災予防計画
	第１項 消防力の強化
	危機管理課
	消防機関

	
	第２項 火災予防対策
	危機管理課、各管理担当課
	消防機関

	第２７節 林野火災予防計画
	第１項 予防体制等の強化
	環境農林課
	消防機関

	
	第２項 予防施設等の整備
	環境農林課
	消防機関

	
	第３項 防火思想の普及
	環境農林課、危機管理課
	消防機関

	第２８節 危険物等災害予防計画
	第１項 危険物災害予防対策
	-
	消防機関

	
	第２項 高圧ガス災害予防対策
	-
	ガス事業者、消防機関

	
	第３項 火薬類災害予防対策
	-
	消防機関、警察

	
	第４項 毒物劇物災害予防対策
	-
	消防機関

	
	第５項 輸送対策
	-
	消防機関、JR九州

	第２９節 公益事業等施設災害予防計画
	第１項 電気施設災害予防対策
	-
	九州電力㈱

	
	第２項 ガス施設災害予防対策
	-
	ガス事業者

	
	第３項 通信施設災害予防対策
	-
	西日本電信電話㈱

	
	第４項 放送施設災害予防対策
	-
	日本放送協会

	第３０節 中高層建築物災害予防計画
	第１項 対象施設
	-
	-

	
	第２項 消防機関による予防措置
	-
	消防機関

	
	第３項 管理者による予防措置
	-
	-

	
	第４項 ガス事業者による予防措置
	-
	ガス事業者
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[bookmark: _Toc371070383][bookmark: _Toc371070509][bookmark: _Ref371074068][bookmark: _Toc371074457][bookmark: _Toc371344539][bookmark: _Toc371426868][bookmark: _Toc371871303][bookmark: _Toc374373258][bookmark: _Toc413964991]宇美町防災会議運用計画
[bookmark: _Toc371426869][bookmark: _Toc371871304][bookmark: _Toc374373259][bookmark: _Toc413964992]第１項　町防災会議運用計画
[bookmark: _Toc371426870]準拠法等*[footnoteRef:1]*[footnoteRef:2] [1: *1 ●　資料2.1.1「宇美町防災会議条例」]  [2: *2 ●　資料2.1.2「宇美町防災会議運営規程」] 

町防災会議は、基本法第１６条の規程に基づき町長を会長として設置し、防災計画の作成並びにその実施の推進を図る。なお、町防災会議の組織及び運用は、宇美町防災会議条例（昭和４１年条例第２５号）及び宇美町防災会議運営規程（昭和４１年規程第７号）に基づくものとする。

[bookmark: _Toc371426871]組織
町防災会議は、会長及び委員で組織する。
1． 会長：町長
2． 委員：宇美町防災会議条例第３条に規定するもの

[bookmark: _Toc371426872]所掌事務
町防災会議の所掌事務は以下のとおりとする。
1. 防災計画の作成及びその実施の推進
2. 災害情報の収集
3. 法律又はこれに基づく政令に定められた権限に属する事務
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第２章　第１節　宇美町防災会議運用計画第２章
災害予防計画
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第２章　第３０節　中高層建築物災害予防計画第２章
災害予防計画
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[bookmark: _Toc371070384][bookmark: _Toc371070510][bookmark: _Toc371074458][bookmark: _Toc371344540][bookmark: _Toc371426875][bookmark: _Toc371871305][bookmark: _Toc374373260][bookmark: _Toc413964993]住民が行う防災対策
《基本方針》
住民は、一人ひとりが｢自らの身の安全は自ら守る｣という防災の基本に基づき、自ら各種手段を講じるとともに、地域の防災活動に参加する等平常時から災害に対する備えを進める。

[bookmark: _Toc371426876][bookmark: _Toc371871306][bookmark: _Toc374373261][bookmark: _Toc413964994]第１項　住民が行う主な防災対策
防災に関する知識の習得及び伝承
住民は、以下の防災に関する知識の習得に努める。また、過去の災害事例やそこから得られた教訓を伝承していく。
1. 台風、大雨・洪水等の災害に関する基礎知識
2. 緊急地震速報、地震情報の理解や震度、マグニチュード等の地震に関する基礎知識
3. 過去に発生した災害の被害状況
4. 近隣の災害危険箇所
5. 災害時にとるべき行動（初期消火、避難勧告等発表時の行動、避難方法、避難所での行動、的確な情報収集等）
6. 応急手当方法

防災に関する家族会議の開催
防災に関する家族会議を開催し、各家庭において以下の事項について平常時から話し合っておく。
1. 避難場所・経路の事前確認
2. 非常持出品、備蓄品の選定
3. 家族の安否確認・連絡方法（ＮＴＴの災害用伝言ダイヤル｢１７１｣や携帯電話の災害用伝言板の活用等）
4. 災害時の役割分担（非常持出品の搬出、幼児や高齢者に対する責任等）等

非常用品等の準備、点検
災害の発生に備え、各家庭において非常持出し品を整理しておくとともに、食糧等の備蓄を行う。
1. 水、食糧、衣料品、医薬品、携帯ラジオ、懐中電灯等の非常持出品
2. 最低３日分相当の水・食糧・生活必需品、毛布等の非常備蓄品
3. 消火用具、スコップ、大工道具等資機材の整備


住宅等の安全点検、補強の実施
各家庭において、以下の住宅等の安全対策を講ずる。
1. 家屋の耐震化
2. 家具転倒防止、棚上の物の落下防止
3. 屋根や鉢植え等の飛散防止、飛来物によるガラス飛散防止

地域の共助力の強化
住民は、県、町または地域（自治会、自主防災組織等）が行う防災訓練、防災講演会等に積極的に参加し、地域の相互協力体制の構築に努める。

[bookmark: _Toc371426877][bookmark: _Toc371871307][bookmark: _Toc374373262][bookmark: _Toc413964995]第２項　地区防災計画の策定
住民は、地区防災計画の策定を町防災会議に提案することができる。

[bookmark: _Toc371426878]地区防災計画の記載事項
地区防災計画は以下の事項について定める。
1. 地区居住者等（地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者）が共同して行う防災訓練に関する事項
2. 地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄に関する事項
3. 災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援に関する事項
4. その他、当該地区における防災活動に関する事項

[bookmark: _Toc371426879]地区防災計画の策定手順
地区防災計画の策定は、以下の手順で行う。

＜地区防災計画の策定手順＞
1.素案の作成


2.町防災会議への提案


3.町地域防災計画への記載



素案の作成
地区居住者等は、地区防災計画の策定を要求する際には、あらかじめ地区防災計画の素案を作成しておかなければならない。なお、地区防災計画の素案は町地域防災計画に抵触するものであってはならない。

町防災会議への提案
地区居住者等は、町防災会議に対し、内閣府令で定める方法により計画の提案を行う。

町地域防災計画への記載
町防災会議は、地区居住者等により地区防災計画の提案がなされた場合には、遅滞なく、当該計画策定の必要性を判断し、必要があると認められたときは、町地域防災計画に地区防災計画を定める。
また、計画策定の必要がないと判断した場合においては、遅滞なくその旨及びその理由を地区居住者等に通知する。

[bookmark: _Toc371426880]地区防災計画による防災活動の実施
地区防災計画が定められた場合において、地区居住者等は、地区防災計画に従って防災活動を実施するよう努めなければならない。
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[bookmark: _Toc371070385][bookmark: _Toc371070511][bookmark: _Toc371074459][bookmark: _Toc371344541][bookmark: _Toc371426881][bookmark: _Toc371871308][bookmark: _Toc374373263][bookmark: _Toc413964996]自主防災組織整備計画
《基本方針》
阪神・淡路大震災では、地震発生直後に多くの人が近隣の住民の手によってガレキの下から救出された。又、被災者の居場所を教え救助依頼を行う等、地域の活動は情報提供源としても大きく機能している。
また、住民自らが自分達のまちを守ろうとする事は、災害を未然に防止し、被害を最小限に抑えることに役立つだけでなく、住民相互の連帯感の育成につながる。
そのため、日頃から災害に対する住民の意識を啓発し、自主防災組織の育成と支援体制の確立を目指す。
宇美町の自主防災組織は、自治会及び学校区単位の「地域自主防災組織」と、危険物や福祉施設等を管理する機関、組織単位での「職域自主防災組織」とに分けて育成と強化を図り、住民の自主防災組織への積極的参加を促す。

＜関係法令：自主防災組織の基本方針＞
	基本法第５条第２項
市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。



《現況/課題》
町では、新興住宅地が多く、新居住者が増加する中、住民の自主的な組織形成もこれからであり、現在、特に確立されたものはない。このため、地域的な自主防災組織の設置を検討推進している。
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第１項　自主防災組織育成計画
[bookmark: _Toc371426883]地域自主防災組織の育成計画
町は、次の計画に基づき、地域自主防災組織の結成、育成を推進する。

＜地域自主防災組織の育成手順＞
モデル地区の設定


各地区での組織結成


組織運営の充実・活性化



モデル地区の設定
当初は災害発生の危険性や地域特性を考慮して、代表的な地区を選定して組織化を図り、地域に適した組織及び活動方法のモデルを作成する。

各地区での組織結成*[footnoteRef:3] [3: *●資料2.3.1「防災単位区一覧」] 

上記のモデル地区を参考にしつつ他地区での組織化を逐次行い、最終的には学校区単位の自主防災組織協議会の組織化を図る。

自主防災組織の重点地区
特に、災害による被害拡大の危険性が高い以下の地域に重点をおいて、組織の育成を推進する。
1． 土砂災害等の危険地域
2． 木造家屋の集中している地域
3． 消防水利の不足している地域
4． 道路事情等により消防活動の困難な地域
5． 避難行動要支援者の集中している地域
6． 浸水被害が想定される地域
キ．砂防指定区域
自主防災組織の結成方法
自主防災組織を結成する方法としては以下の３タイプがあるが、どの方法を採用するかは地区特性を考慮して決定する。

＜自主防災組織の結成方法＞
	
	重複型
	下部組織型
	別組織型

	概要
	自治会役員が自主防災組織の役員も兼任する。
	自治会長の下に独自の役員を持つ自主防災活動部門を作る。
	自治会が中心となって、自治会とは全く別個に自主防災組織を作る。

	長所
	組織作りが容易。活動を継続しやすい。
	役員全員の負担が軽い。

	
	住民にとって組織の仕組みがわかりやすい。
	会長以外の役員の負担が軽い。
	

	
	
	経験者が蓄積され、専門性が高まる。
活動の独自性を発揮しやすい。

	短所
	自治会の役員交代によって活動方針や熱意が変わる。
	地域内に二人の長がいて、混乱や対立が起こりやすくなる。



組織運営の充実・活性化
町は、自主防災組織結成後において日常及び災害時の組織運営や活動が円滑に進むよう、学習会や広報活動、防災訓練等の自主防災活動や防災資機材の整備、班編成等について指導及び助言を行う。また、自主防災組織の要として活動できる防災士の育成・強化のため、防災士養成講座の受講支援を行い、組織の充実、活性化を図る。

[bookmark: _Toc371426884]職域自主防災組織の育成計画
町は、次の計画に基づき、職域自主防災組織の結成と育成を推進する。
1． 多数のものが出入りする施設や、危険物の製造・保管施設等における被害の防止と軽減を図るため、以下の施設を対象に、事業所や施設の規模、形態等の実態に応じ、組織や施設の代表者及び責任者を中心とした職域防災組織の育成を推進する。
· 学校、公共施設、神社、病院等多数の者が出入りする施設
· 重要文化財等を管理する神社、寺院等の施設
· 石油類、高圧ガス、毒劇物等を製造、保管及び取り扱う施設
· 多人数が従事する工場、事業所等で、自主防災組織を設け災害防止にあたることが効果的であると認められる施設
· 複合用途施設（利用（入居）事業所が共同である施設）
2． 各職域自主防災組織に対しては、その組織に適応した規約及び防災計画、活動計画、体制等を確立しておくよう指導、助言する。





＜組織の編成例＞


総括班（組織の総括、渉外、防災計画策定他）
情報班（学習、広報活動、災害情報収集伝達他）
水防消火班（日常の点検巡視、初期消火、応急復旧他）
救出救護班（応急手当の知識普及、負傷者救出救護他）
避難誘導班（避難場所等の整備点検、避難誘導他）
給食給水班（非常食等の確保、炊き出し他）
責任者
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第２項　自主防災組織の活動内容
地域自主防災組織の活動としては、以下に示すような項目があげられるが、実際の活動計画は地域や組織の実情に応じて決定する。
なお、自主防災組織単位での防災訓練においては、「情報の収集伝達」、「初期消火」、「水防」、「避難誘導」、「負傷者の救出救護」、「給食給水」訓練等を重視して重点的に行う。

＜自主防災組織の活動内容例＞
	活動項目
	活動内容

	日
常活動
	学習活動
	1. 地域災害史や体験談の掘り起こし
2. 災害についての学習
3. 学習会や講演会の開催
4. 応急手当知識の普及

	
	広報活動
	1. ミニコミ誌やパンフレット類の発行
2. 防災啓発用ビデオや防災訓練記録ビデオの作成
3. 情報伝達経路の確立

	
	点検活動
	1. 地域内の危険箇所、施設、危険物等の点検及び巡視
2. 避難路、避難施設の点検整備
3. 避難行動要支援者等の把握

	
	資機材整備
	1. 防災資機材の整備、点検
2. 各家庭での防災用具整備の指導

	
	防災訓練
	1. 自主防災組織単位での防災訓練の実施
2. 連合会等の単位での指導者防災訓練への参加
3. 町等が主催する防災訓練への参加

	災害時活動
	情報収集伝達
	1. 災害、被害情報の収集伝達
2. 避難指示、勧告の伝達
3. 防災関係機関への災害状況の通報

	
	水防消火活動
	1. 危険箇所の巡視並びに予防対策
2. 被害箇所の応急復旧
3. 初期消火活動

	
	避難誘導活動
	1. 避難路、避難場所の安全確認
2. 避難路、避難場所の指示
3. 避難行動要支援者、子供の避難補助
4. 避難誘導

	
	救出救護活動
	1. 負傷者等の救出
2. 負傷者等の応急手当

	
	給食給水活動
	1. 食糧、飲料水等の確保
2. 炊き出し等の給食活動
3. 給水活動
4. その他の生活必需品等の配給

	
	その他の活動
	1. 文化財等の安全確保
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《基本方針》
企業等は、直接の防災関係機関ではないが、災害時の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域との共生）を十分に認識し、各企業等において災害時に重要業務を継続するための事業継続計画を策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。

《現況/課題》
企業等は、事業継続計画（BCP）を策定するよう努めるとともに、自ら防災組織を結成するなどして、地域と連携した防災の取り組みを実施し、地域防災力の向上に寄与する。

[bookmark: _Toc371426887][bookmark: _Toc371871312][bookmark: _Toc374373267][bookmark: _Toc413965000]第１項　事業継続計画の策定
[bookmark: _Toc371426888]災害時の企業等の事業継続の必要性
災害の多いわが国では、町はもちろん、企業、住民が協力して災害に強い町を作ることは、被害軽減につながり、社会秩序の維持と住民福祉の確保に大きく寄与するものである。
特に、経済の国際化が進み、企業活動の停止が世界的に影響を及ぼしかねない状況下では、企業等も災害時に事業が継続でき、かつ、重要業務の操業レベルを早急に災害前に近づけられるよう、事前の備えを行う必要がある。
また、被災地の雇用や供給者から消費者までの流通過程における企業等のつながりを確保するうえでも「災害に強い企業」が望まれる。

[bookmark: _Toc371426889]事業継続計画の策定
企業等は、会社の事業を継続するために重要業務を目標復旧時間までに回復させるよう事業継続計画の策定に努める。なお、計画の策定の際は、「事業継続ガイドライン（内閣府・平成25年8月）」等を参考として、地域の実情に応じて計画策定に努めるものとする。
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企業等は、従業員、利用者等の安全を守るとともに、地域における災害が拡大することのないよう的確な防災活動を行う必要がある。特に、大規模な地震災害が発生した場合には、行政や住民のみならず、企業等における組織的な応急活動が災害の拡大を防ぐ上で重要である。このため、企業等は、自衛消防組織等を編成し、関係地域の自主防災組織と連携を図りながら、地域の安全の確保に積極的に努める。
企業等における防災対策及び防災活動は、おおむね次の事項について、それぞれの実情に応じて行う。
1． 町が行う防災に関する施策への協力
2． 防災訓練
3． 従業員等の防災教育
4． 情報の収集・伝達体制の確立
5． 火災その他の災害予防対策
6． 避難対策の確立
7． 応急救護
8． 飲料水、食料、生活必需品など、災害時に必要な物資の確保（従業員の３日分以上が目安となる）
9． 施設耐震化の推進
10． システムの多重化・高度化、ハード施設の耐震化など災害時における情報システムの保全
11． 施設の地域避難所としての提供
12． 地元消防団との連携・協力

[bookmark: _Toc371426891][bookmark: _Toc371871314][bookmark: _Toc374373269][bookmark: _Toc413965002]第３項　町が行う措置
町は、企業等が行う防災対策の促進のため、以下の措置を行う。

[bookmark: _Toc371426892]防災訓練
防災訓練等の機会をとらえ企業等に対し、訓練への参加等を呼びかける。

[bookmark: _Toc371426893]事業継続計画（BCP）の普及啓発
企業等に対して、事業継続計画の策定の普及啓発に努める。

[bookmark: _Toc371426894]事業所との消防団活動協力体制の構築
「消防団協力事業所表示制度」等を活用し、事業所との消防団活動協力体制の構築を図る。なお、制度の円滑な運用を行うため、消防庁が示した「消防団協力事業所に関する要綱」等を参考にして、地域の実情に適した消防団協力事業所の要綱を定める。
※消防団協力事業所表示制度－消防団に対して事業所が、市町村等の定める協力を行っている場合に、事業所の申請又は消防団長の推薦により、「消防団協力事業所表示制度」表示マークを掲示することができる制度。



[bookmark: _Toc371070387][bookmark: _Toc371070513][bookmark: _Toc371074461][bookmark: _Toc371344543][bookmark: _Toc371426896][bookmark: _Toc371871315][bookmark: _Toc374373270][bookmark: _Toc413965003]防災知識普及計画
《基本方針》
災害を防止、あるいは被害を最小限に抑えるためには、防災工事や防災関係施設、設備等のハード的な施策と同時に、防災に関する教育啓発活動や訓練等により防災意識の高揚を図り、ソフト面での防災力を向上させることが重要である。次の基本方針に基づき防災教育、訓練、調査等を行う。
1． 地域、職場、学校等と連携した防災訓練の実施
2． 防災関係職員に対する防災教育の実施
3． 地域、事業所等における防災リーダーの育成
4． 自主防災組織の育成及びそれを通じての防災教育の推進
5． 学校での防災教育の推進
6． 災害危険箇所等の調査、点検及び周知
なお、防災関係機関等は、職員に対し防災教育を行うとともに、相互に密接な連携を保ち、単独又は共同して住民に防災知識を普及し、常に防災意識の高揚に努める。

＜対象別の防災教育内容例*[footnoteRef:4]＞ [4: *●資料2.5.1「防災教育の時期と場所」] 

	対象
	内容
	方法、媒体

	防災関係者
	1. 災害に関する知識
2. 災害危険区域に関する知識
3. 動員体制及び職員が果たすべき役割
4. 避難誘導方法
	1. 研修会、講習会
2. 訓練
3. 防災計画書

	住民
	1. 災害に関する知識
2. 災害危険箇所に関する知識
3. 家族への連絡方法
4. 情報収集伝達体制
5. 避難路、避難場所等、避難時の知識
6. 初期消火方法
	1. 自治会等における指導、訓練
2. 自主防災組織の育成強化
3. 防災ハンドブック、防災パンフレット、ビデオ等の広報資料

	児童・生徒等
	1. 災害時の危険に関する知識
2. 火災予防及び初期消火に関する知識
3. 安全な避難場所、避難方法等の知識
4. 災害時の安全な行動方法
5. 地域の防災対策と避難計画
	1. 授業
2. 避難訓練
3. 映画会、講演会
4. 防災副読本
5. ビデオ、スライド


[bookmark: _Toc371426898]

《現況/課題》
町では、広報誌やホームページにより災害の被災地域、避難所、気象警報等の防災情報を周知し、また、災害防止月間等での大雨、台風時の対応等の防災に関する各種の情報の提供を行っていく必要がある。

[bookmark: _Toc371871316][bookmark: _Toc374373271][bookmark: _Toc413965004]第１項　職員に対する防災知識の普及
防災教育の方法
職員に対する防災知識の普及は、以下の方法により行う。
1． 町、県や関係機関の実施する防災訓練並びに防災知識普及活動への協力や参加
2． 関係各部署への防災計画の配布及び説明会等の開催による計画の周知徹底
3． 町職員の研修内容に防災に関する事項を取り入れるほか、気象情報伝達体制、防災行政無線、非常無線通信の運用方法、所掌事務等に関する講習会等の開催

災害対策実施要領（活動マニュアル）の習熟
災害時の応急対策を想定し、災害対策本部組織における対応、職員の参集状況や被災状況を想定した活動内容、実情に応じた活動内容を基に初動マニュアルや対策マニュアルを整備し、防災訓練を実施するなど災害対策要領の習熟を図る。

シンポジウム等への参加
災害を未然に防ぐとともに、より効率的な災害予防及び応急対策等を実施するため、町は、防災関係の学術研究発表会やシンポジウム等に関係職員を適宜参加させ、防災に関する新しい知見や情報等の収集に努める。

[bookmark: _Toc371426899][bookmark: _Toc371871317][bookmark: _Toc374373272][bookmark: _Toc413965005]第２項　住民に対する防災知識の普及
防災知識の普及方法
住民に対する防災知識の普及は以下の方法により行う。
1． 防災リーダー育成のための防災セミナー、研修会開催
2． 防災マップ作成や非常持出品等を掲載したパンフレットの配布
3． 防災行政無線、広報紙、広報車及びインターネットの利用
4． 防災ハンドブックの配布

防災知識普及内容
防災週間や防災関連行事等を通じ、住民へ災害の危険性を周知させるとともに、２～３日分の食糧、飲料水等の備蓄、非常持出品の準備や家具等の転倒防止対策、家庭での予防、安全対策、様々な条件下で災害発生時にとるべき行動、避難場所での行動等の防災知識の普及、啓発を図る。又、災害時の家族内の連絡体制の確保を促す。
普及内容は以下のとおりである。
1． 災害危険箇所、危険区域
2． 食糧・飲料水の備蓄及び備蓄場所等
3． 非常持ち出し品の準備
4． 家具等転倒防止対策・安全対策
5． 災害発生時に取るべき行動
6． 避難所での行動
7． 災害時の連絡体制の確保
8． 気象及び予報・警報に関すること
9． 過去の災害による被害及びそこから得られた教訓
10． ボランティア制度に関すること
11． その他の必要事項

[bookmark: _Toc371426901]避難心得の周知徹底
避難のための立ち退きに万全を期するため、河川の氾濫、地すべり等の危険予想区域内の住民に対し以下の避難者心得を周知しておく。
1. ラジオ、テレビ等の気象予報、災害情報及び町の広報誌等による防災上の注意事項に留意する。
2. 停電に備えて、懐中電灯、トランジスタラジオ等を用意する。
3. 避難所、避難経路を確認しておく。
4. 隣近所の人と連絡方法を定めておく。
5. 洪水警報、崖崩れ等による避難指示の伝達経路をよく確認しておく。
6. 非常持出袋を準備しておく。

[bookmark: _Toc371426900][bookmark: _Toc371871318][bookmark: _Toc374373273][bookmark: _Toc413965006]第３項　児童、生徒等に対する防災知識の普及*[footnoteRef:5]*[footnoteRef:6] [5: *●資料2.5.2「防災に関する指導の内容」]  [6: *●資料2.5.3「防災年間指導計画（中学校の例）」] 

児童、生徒等及び保護者に対する防災知識の普及のため、以下の取組みを推進する。
1. 教材の一部として、災害の種類、原因、被害あるいは立地条件と災害の関係等についての周知
2. 職員と児童、生徒が一体となった防災組織の確立
3. 災害時の行動計画の策定及びその周知徹底
4. 防災訓練の実施
5. 防災関係団体と連携しての関係行事への参加
6. 映画、スライド等による防災知識の普及、徹底
7. 地域ごとの連絡網及び児童、生徒等の引き取り体制確立




[bookmark: _Toc371070388][bookmark: _Toc371070514][bookmark: _Toc371074462][bookmark: _Toc371344544][bookmark: _Toc371426903][bookmark: _Toc371871319][bookmark: _Toc374373274][bookmark: _Toc413965007]訓練計画
《基本方針》
防災関係機関は、基本法第48条及び水防法第28条に基づき、災害応急対策の習熟を図るため、地域防災計画等の習熟、関係機関の連携体制の強化及び住民の防災思想の高揚を図ることを目的に、関係機関の参加と住民、その他関係団体の協力を得て、各種災害に関する訓練を実施するものとする。

《現況/課題》
単独又は広域で防災訓練を実施し、逐次、関係機関と合同による各種防災訓練の実施を推進している。

[bookmark: _Toc371426904][bookmark: _Toc371871320][bookmark: _Toc374373275][bookmark: _Toc413965008]第１項　総合防災訓練
災害応急対策の完全遂行を期すため、町は関係機関との緊密な連携の下に計画的に単独又は共同して防災訓練を実施する。

＜総合防災訓練計画＞
	実施時期
	毎年、防災週間に併せて行う。

	訓練項目
	1. 動員訓練（消防団の動員、居住者の応援）
2. 災害による被害状況の把握
3. 救出、救護訓練
4. 給水、炊出し訓練
5. 避難、立退訓練（危険区域居住者の避難）
6. 防疫訓練
7. 通信訓練（電話、無電、伝達）
8. 輸送訓練（資材、器材、人員）
9. 初期消火訓練
10. 水防訓練
11. 観測（水位、雨量等）、樋門等操作訓練
12. 工法訓練（各水防工法）
13. その他



[bookmark: _Toc371426905][bookmark: _Toc371871321][bookmark: _Toc374373276][bookmark: _Toc413965009]
第２項　各種防災訓練
[bookmark: _Toc371426906]初動対応訓練
組織動員訓練
地域防災計画における動員配備計画や、職員初動マニュアル等に基づき、職員動員訓練等を実施する。なお、訓練の結果については、改善点等を計画に反映し、計画の実効性向上を図る。

非常通信訓練
災害時において、有線通信系が不通となり、又は利用することが著しく困難な場合における情報伝達の円滑な運用を図るため、非常通信訓練を実施する。

[bookmark: _Toc371426907]水防訓練
出水時の水防活動を的確かつ迅速に遂行するため、机上又は実地において総合的かつ計画的に水防訓練を実施する。又、必要に応じて広域洪水等を想定し、隣接水防団、県、その他の関係機関と共同して訓練を実施する。

＜水防訓練計画＞
	実施時期
	出水期前

	実施場所
	危険箇所等洪水のおそれのある地域

	参加機関
	町、消防本部、消防団、その他関係機関

	訓練項目
	1. 観測訓練
2. 通信訓練
3. 動員訓練
4. 輸送訓練
5. 工法訓練
6. 樋門訓練
7. 避難訓練
8. 炊出訓練
9. 救助訓練



[bookmark: _Toc371426908]
消防訓練
消防機能を十分に発揮させるため、関係機関と協力して消防活動についての訓練を実施する。又、必要に応じて大火災を想定し、町、消防団、消防本部及び県が共同して訓練を実施する。
＜消防訓練実施要領＞
	実施時期
	火災予防週間ほか随時

	参加機関
	町、消防本部、消防団、その他関係機関

	訓練項目
	1. 消防機械器具操法訓練
2. 機械運用及び放水演習
3. 操縦訓練
4. 通信連絡訓練
5. 非常召集訓練
6. 出動訓練
7. 人命救助訓練
8. 飛び火警戒訓練
9. 破壊消防訓練
10. 林野火災防ぎょ訓練
11. 車両火災防ぎょ訓練
12. 危険物等特殊火災防ぎょ訓練
13. 自衛消防教育訓練
14. 災害応急対策訓練





[bookmark: _Toc371426909]地域避難救助訓練
災害発生時の避難、救助等の円滑な遂行を図るため、自治会や自主防災組織単位での避難救助訓練を行う。訓練の実施は、単独または水防、消防等の救出活動訓練と複合で行う。
また、通常の訓練のほか、地域の特性等を鑑み、必要に応じて以下の訓練を実施する。
1. 職員、警戒巡視員及び避難誘導員に対する防災専門知識の教育・訓練
2. 想定される災害の種類に応じた、危険区域毎の住民に対する避難訓練の実施
※訓練の実施においては、夜間における発災等様々なケースを想定する。

＜避難救助訓練内容＞
	実施時期
	随時

	参加機関
	町、消防本部、消防団
自治会、自主防災組織、その他関係機関

	訓練項目
	1. 情報連絡訓練
2. 避難所開設訓練
3. 要介護者避難訓練
4. 避難誘導訓練
5. 救出、救護訓練
6. 給食、給水訓練
7. 初期消火、水防訓練



[bookmark: _Toc371426910]学校避難訓練
各学校は、児童、生徒の避難要領及び防災に関する知識の習得のため、関係機関の協力を得て、避難訓練を実施する。
訓練の具体的な実施要領等は、災害の種類に応じ各学校において立地条件その他を勘案のうえ定める。
＜避難訓練内容＞
	実施時期
	学期始め、災害多発時、防火週間中等に年１回以上

	参加機関
	学校、その他関係機関

	訓練項目
	避難訓練



[bookmark: _Toc371426911]図上訓練
町は、災害対策本部の設置運営を円滑に行うための図上訓練、地域における防災力の向上を図るための住民を対象とした図上訓練を実施する。


[bookmark: _Toc371070389][bookmark: _Toc371070515][bookmark: _Toc371074463][bookmark: _Toc371344545][bookmark: _Toc371426912][bookmark: _Toc371871322][bookmark: _Toc374373277][bookmark: _Toc413965010]防災施設、資機材等整備計画
《基本方針》
災害に速やかに対処するため、防災施設、資機材等の整備、拡張等について、以下の内容に努める。
1. 現在、整備されている防災施設、設備や資機材の現況を把握しておく。
2. その機能がいつでも有効に発揮できるよう、定期的に防災施設、設備や資機材を点検し、整備補強を図る。
3. 未整備あるいは不足している防災施設、設備や資機材の計画的な整備を推進する。
4. 災害発生によりその機能が損なわれるおそれのある施設、設備や資機材については、代替手段を検討しおく。
5. 災害発生時の資機材が不足する事態を考慮して、その緊急調達方法や調達先をあらかじめ定めておく。

《現況/課題》
必要な防災施設、資機材等の整備については、設備投資の限界もあり、広域的支援に頼らざるを得ない状況にある。全庁的な防災施設等の整備には、将来的な構想と柔軟な運用について様々な検討が必要である。
現状においては、関係機関からの調達体制の整備も充分とは言えないことから、運用体制を優先して整備検討する必要がある。

[bookmark: _Toc371426913][bookmark: _Toc371871323][bookmark: _Toc374373278][bookmark: _Toc413965011]第１項　防災中枢機能等の確保・充実
[bookmark: _Toc371426914]防災中枢機能等の整備計画
防災中枢機能の拡充
公共施設は、災害時に地域の災害対策活動の拠点となり得るため、防災中枢としての機能整備に努める。それぞれの所管する施設の安全性を確認し、装備資機材の状況を把握し利活用を進める。
その際、停電対策並びに物資の供給が相当困難な場合を想定した食料、飲料水等の適切な備蓄及び調達体制を整備しておくことにも配慮する。


[bookmark: _Toc371426922][bookmark: _Toc371871324][bookmark: _Toc374373279][bookmark: _Toc413965012]
第２項　装備資機材等の整備充実
応急対策を円滑に実施するため、災害用装備資機材等をあらかじめ整備し、随時点検を行い保管に万全を期する。
また、災害時における必要な資機材等の円滑な調達を図るため、調達先の確認等の措置を講じておく。

＜主な整備資機材＞
	項目
	主な資機材名称
	備考

	気象観測施設、設備
	· 雨量・水位計
· Webカメラ
· 計測震度計
	本項に記載

	給水用資機材
	· 給水車
· ポリ容器
	同上

	水防用資機材
	· 救助船艇
· ビニールシート
· 土嚢、ロープ
	第19節「水害予防計画」参照

	消防用資機材
	· 消火薬剤
· 消火器
	第26節「火災予防計画」参照

	救助用資機材
	· 救急車
· 特殊消防車
	第16節「医療救助体制整備計画」を参照

	医療救護用資機材
	· 発電機
· 人工透析他救急機材
	第16節「医療救助体制整備計画」を参照

	防疫用資機材
	· 防疫用薬剤
	第17節「保健衛生・防疫体制整備計画」参照

	流出油処理資機材
	· 吸着剤
· オイルフェンス
	第28節「危険物等災害予防計画」参照

	その他
	· 通信機
· 応急仮設住宅用資機材
· 電気、ガス、上下水道等の応急復旧用資機材
· 自家発電機、充電器
	第8節「情報通信体制の整備計画」、第13節「住宅の確保体制整備計画」、第23節「上水道、下水道施設災害予防計画」参照
この他は本項に記載



[bookmark: _Toc371426923]
気象観測施設、設備整備計画
土砂災害や河川の氾濫の危険性は、集中豪雨等によって引きおこされるもので、降雨量のデータ蓄積が非常に重要となる。同時に地方気象台や県から気象予報、警報として伝達されるが、局地的な豪雨等の場合には必ずしも的確な情報を得にくい場合がある。
そのため、町域における降雨量等の気象情報を的確に得られるよう、以下の整備計画に従い気象観測施設等の整備を推進する。
1. 災害発生の危険予知や適切な避難指示ができるよう、新設する雨量観測所を含めて、テレメーター方式への切り替えを関係機関に要請する。
2. 河川氾濫、土砂災害等の危険性が高い地区での雨量観測所の新設を検討する。
3. 町全域あるいは災害危険地域周辺の気象データを速やかに収集できる施設の整備を推進する。

＜町の雨量・水位観測計＞
	区分
	設置場所
	区分
	設置場所

	雨量計
	宇美町役場
	Webカメラ
	正法橋

	
	平松橋
	
	上戸樋橋

	水位計
	平松橋
	
	ひのくち橋

	
	正法橋
	
	船石橋

	
	上戸樋橋
	
	昭和の森

	
	ひのくち橋
	
	宇美橋

	
	船石橋
	
	参宮橋



＜町の計測震度計＞
	区分
	設置場所
	設置者

	計測震度計
	宇美町役場　庁舎内
	県



[bookmark: _Toc371426925]給水用資機材の整備
災害時において、被災者１人あたり１日３リットル以上の飲料水供給を確保できるよう、給水車、ポリ容器、応急給水用資機材等の整備を検討する。

整備項目
1. 広域避難場所への震災対策用貯水施設・震災対策用応急給水施設の設置
2. 学校等のプール施設の活用
3. ろ過器の配備
4. 給水車、ポリ容器の配備
5. 応急配管及び応急復旧用資機材の備蓄

[bookmark: _Toc371426929]非常用電源の整備
長期にわたる停電に備え、自家発電及び同充電器の設置を推進する。また、バッテリーの充電不足ほか予期せぬ停電時に備えて、非常用発電設備の選定及び増設を検討する。

[bookmark: _Toc371426931][bookmark: _Toc371871325][bookmark: _Toc374373280][bookmark: _Toc413965013]第３項　備蓄物資の整備
災害発生直後は交通途絶等により住民生活に必要な物資が著しく不足することが予想される。そのために必要な食糧、生活必需品等の備蓄並びに調達体制を整備検討する。

[bookmark: _Toc371426933]備蓄計画
被災者のための備蓄計画
町は、以下の方法により、食糧、飲料水、生活必需品等の備蓄物資の確保を推進する。
なお、備蓄品目の検討にあたっては、地域の実情に応じた備蓄品目を選定するとともに、高齢者や女性、乳幼児等の要配慮者に配慮する。
1. 事業所、住民等での備蓄
2. 町による集中備蓄または避難所での分散備蓄
3. 流通在庫備蓄
4. 協定の締結による備蓄、調達

事業所、住民等での備蓄
事業所及び住民は、災害時におけるライフライン施設や食糧等の流通が途絶えることを考慮し、おおむね３日分に相当する量を目標として備える。
また、町は、広報誌や防災マップ等を通じて住民の備蓄に対する役割を周知する。

町による集中備蓄または避難所での分散備蓄
町は、備蓄品目の性格に応じ、集中備蓄または避難所の位置を考慮した分散備蓄を行うよう努める。

流通在庫備蓄
町は、農業協同組合や民間業者等と物資の調達に関する協定の締結等を行うことにより、食糧及び生活必需品等の確保に努めるとともに、対象品目、具体的な連絡手段や輸送方法等についても規定しておく。

協定の締結による備蓄、調達
町は、近隣市町等との協定締結による備蓄、調達を検討する。

[bookmark: _Toc371426934]応急対策従事者のための備蓄
町は、被災者に対して効果的な長時間の対策が行えるよう、日頃から応急対策従事者のための食糧、飲料水の確保に努める。
[bookmark: _Toc371426935]備蓄物資の運用
町は、避難所での給食、給水活動等が円滑に行えるよう、平常時から物資の備蓄を進めるとともに、活用方法と無理・無駄のない運用を検討しておく。備蓄物資の運用を検討するにあたっては以下の事項を考慮する。
1. 在宅被災者の生活自立状況
2. 高齢者等の要配慮者への配慮

[bookmark: _Toc371426936][bookmark: _Toc371871326][bookmark: _Toc374373281][bookmark: _Toc413965014]第４項　災害時用臨時へリポートの整備
町は、災害時の救助・救護活動、緊急物資の輸送等にヘリコプターの機動性を活かした応急活動を円滑に実施するため、ヘリコプターが離着陸できるヘリポートの選定、整備に努める。

[bookmark: _Toc371426938]臨時ヘリポートの選定基準
臨時ヘリポートの選定場所として、学校の校庭、公共の運動場、河川敷等から次の基準に留意して選定する。

＜臨時ヘリポート設定時の目安要件＞
	1. 中型（ＡＳ３６５、ベル４１２等以下）のヘリコプターの場合
10ｍ
10ｍ
H
60ｍ
20ｍ
20ｍ
40ｍ
60ｍ
40ｍ
離着陸地帯
接地帯
保護区域
保護区域
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（接地帯）
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（離着陸地帯）
保護区域
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250ｍ
250ｍ
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30ｍ
30ｍ
90ｍ
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2. 大型（V－１０７、A３３２等以上）のヘリコプターの場合








注１ 離着陸地帯とは､ヘリコプターの離着陸のために設けられた設置帯を含む矩形部分をいう。接地帯を除き､約３０cm程度までの高さを限度として、できるだけ平坦でなければならない。

注２ 接地帯とは、離着陸地帯の一部であって､ヘリコプターが離陸浮揚では着陸接地に使用す
る矩形部分をいい、使用機の全長以上を一辺とする図に示す広さを目安とする。表面の傾斜は


	３°以下で､使用機の運航に十分耐え得る強度でなければならない。
注３ 保護区域とは､ヘリコプターが離着陸する際の吹き下げ流等を考慮し､安全を確保するため､離着陸地帯の外側に設けるスペースであり､図に示す幅を目安とする。




[bookmark: _Toc371426940]臨時ヘリポートの標示
臨時ヘリポートには、以下の標示を行う。
1. 石灰等を用い、接地帯の中央に直径５ｍ程度の円を書き、中にＨの文字を標示する。
2. 旗又は発煙筒等で風の方向を表示する。

[bookmark: _Toc371426941]危険防止上の留意事項
臨時ヘリポートにおいては、危険防止のため以下の事項に留意する。
1. ヘリコプターの離着陸は、風圧等による危険を伴うため、警戒員を配置し、関係者以外の者及び車両等の進入を規制する。
2. 離着陸帯及びその周辺には、飛散物等を放置しない。
3. 砂塵の発生が著しい場所では、散水等の事前措置を講ずる。
4. 航空機を中心として半径20ｍ以内は、火気厳禁とする。

[bookmark: _Toc371426942]ヘリポートの管理
町は、選定したヘリポートの管理について、平素から当該指定地の管理者と連絡を保ち現状の把握に努めるとともに、常に使用できるよう留意する。

[bookmark: _Toc371426943]県への報告
町は、新たにヘリポートを選定した場合、本計画に定めるとともに、県に次の事項を報告（略図添付）する。
また、報告事項に変更を生じた場合も同様とする。
1. ヘリポート番号
2. 所在地及び名称
3. 施設等の管理者及び電話番号
4. 発着場面積
5. 付近の障害物等の状況
6. 離着陸可能な機種


[bookmark: _Toc371871327][bookmark: _Toc374373282][bookmark: _Toc413965015][bookmark: _Toc371070390][bookmark: _Toc371070516][bookmark: _Toc371074464][bookmark: _Toc371344546][bookmark: _Toc371426946]情報通信体制の整備計画
[bookmark: _Toc371871328][bookmark: _Toc374373283][bookmark: _Toc413965016]第１項　情報通信施設等の整備
無線通信施設の整備計画
防災行政無線
防災行政無線とは、「災害時における災害応急対策並びに住民に対する情報伝達を迅速かつ円滑に実施するため町において設置する無線通信設備」をいい、次の計画を推進する。
1. 災害時における災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、防災行政無線等の整備、充実（耐震・デジタル化等）を図る。
2. 地域住民に対して情報を迅速かつ的確に伝達するため、同報系設備の整備、充実を図る。
3. 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、移動系設備を整備する。
4. 防災行政無線を有効に機能させるため、夜間等運用体制の確立を図る。
5. 主要防災関係機関への通信回線を設置する。
6. 防災行政無線と全国瞬時警報システム（J-ALERT）との接続等により、災害情報等を瞬時に伝達するシステムを構築する。
7. 避難所（小・中学校）等への半固定型無線機の設置を検討する。
8. 各防災無線局の施設及び各機器の機能について、定期的に保守点検を行う。

消防無線
消防無線とは、「消防本部が他県及び県内における消防、救急活動を円滑に実施するため消防本部において設置した無線通信設備」をいい、次の整備を推進する。
1. 地域防災無線を有効に機能させるため、夜間等運用体制の確立を図る。
2. 大規模災害時に広域支援のため他県に出動した際に、各消防本部が相互に通信することができる全国共通波の整備充実を図る。
3. 県域における各消防本部と相互に通信することができる県内共通波の整備、充実を図る。
4. 災害現場の情報を迅速かつ的確に収集するため、移動多重無線車の整備並びに携帯無線機の増強を図る。

福岡県防災・行政情報通信施設
防災情報通信施設として、県は以下の方針により「防災・行政情報通信ネットワーク」を整備し、その運用を図っている。
1. 災害に強い通信網を構築し、県、各市町村、消防本部間で衛星回線と地上回線の非常通信ルートを確保する。
2. 防災情報の高度化、多様化に対応するため、防災情報システム、災害現場の映像情報機能の拡大を図る。
3. 高度情報通信網を生かし、電話、ファクシミリ、データ通信の拡大を図る。

防災相互通信用無線の整備計画
防災相互通信用無線局は、基本法第２条に規定する指定行政機関、指定公共機関（地方機関を含む。）、地方公共団体及び地域防災関係団体（地域の防災対策を実施するための行政機関、公共機関及び地方公共団体の出先機関並びに企業等によって組織された団体）が開設することができる。
また、防災相互通信用無線局の開設にあっては、防災関係機関相互間で災害対策のための適切な無線局の運用ができるよう平常時及び災害発生時における無線局の運用について協定等を結ぶこと、並びに地方非常無線通信協議会又は地区非常無線通信協議会への加入が条件となっている。
町及び防災関係機関は、以下の整備を推進する。
1. 災害時の通信を円滑に行えるよう基地局の整備を県と連携して整備推進する。
2. 防災関係機関は無線局の整備、増強を行うとともに、迅速かつ的確な情報通信を行うため、運用体制の整備充実を行う。

無線局の定期点検
災害を未然に防ぐため各防災無線局の施設及び各機器の機能について、梅雨期前等に定期保守点検を行う。

災害時優先扱いの電話（有線通信設備）整備計画
災害発生時において、重要通信を行う消防・警察・気象・報道等の機関については、一部の電話回線をあらかじめ交換機の優先発信グループに収容しており、輻輳時に規制状態となっても優先的に通話可能となる。
災害時優先電話の使用については、西日本電信電話㈱へ依頼する。
町及び関係機関は、以下の事項を行い、災害時優先扱いの電話等の有効的な活動体制の整備を行う。
1. 内部機構における災害時優先扱いの電話をさらに有効に活用できるように、位置付けを的確に行う。
2. 災害時優先扱いの電話を有効に活用できるよう西日本電信電話㈱の規定に基づき、多様な有線回線の確保に努める。
3. 電気通信設備の整備と防災管理に努め、有線通信設備を効果的に活用できるよう、電話網運営体制の整備検討を行う。
4. 西日本電信電話㈱は、電気通信設備の整備と防災管理に努め、関係機関が災害時優先扱いの電話をさらに有効に活用できるように、電話網運営体制を整備する。
5. 優先電話の機能周知、設置場所の適正化と災害時における運用体制を整備推進する。

通信設備優先利用等の協議
町は、基本法に基づく通信設備の優先利用及び放送、インターネットを利用した住民への情報提供の要請等について、その必要を認める機関とあらかじめ協議しておく。

[bookmark: _Toc371871329][bookmark: _Toc374373284][bookmark: _Toc413965017]第２項　防災情報システムの整備
防災情報の一元化に資する情報システム体制の重要性を認識し、以下に示す各種防災情報システムの整備、充実を行う。
1. 災害時の膨大な情報通信を円滑に処理し、町災対本部が的確な指示等を行うための防災情報システムの検討を行う。
2. 既存の各種情報メディアを活用して、次の項目のデータベース化と一元的な情報管理により応急復旧作業の効率化を検討する。
(1) 安否情報（死亡者の氏名・住所、避難状況等）
(2) 罹災証明情報（建物被災程度等）
(3) 生活支援情報（災害弔慰金や義援金の支給、仮設住宅の入居、倒壊家屋の処理等）

[bookmark: _Toc371871330][bookmark: _Toc374373285][bookmark: _Toc413965018]第３項　広報、広聴体制の整備
災害時に住民に対して、被害状況や避難、生活支援に関する情報等を迅速かつ的確に提供し、住民からの要望・相談を広聴する体制、方法を整備する。

広報体制の整備
町及び関係機関は、あらかじめ以下の事項を行い、災害時の広報運用体制を整備する。
1. 広報重点地区（各災害危険地区）の把握
2. 各地区の要配慮者の把握
3. 広報・公聴担当者の習熟
4. 広報文案・録音テープの作成
5. 広報優先順位の検討

広報手段の検討
インターネット等を通じた情報交換
情報化の進展に伴い、インターネット等の情報伝達手段による情報交換を行えるよう、伝達する方法、伝達内容等について検討を進める。

広報手段の複数化
住民への広報手段は、代替手段も含めた複数手段となるよう留意する。

要配慮者への広報手段の検討
多様な情報メディアの活用方策の検討
ケーブルＴＶ等の地域のメディアを活用し、視聴覚障がい者等に対する音声・文字情報による情報の提供システムを検討する。

手話通訳者、外国語通訳者のリストアップ
聴覚障がい者、外国人に対しても的確に広報を行えるよう、町内の手話通訳者及び外国語通訳者をリストアップし、災害時の協力について事前に要請する。

[bookmark: _Toc371871331][bookmark: _Toc374373286][bookmark: _Toc413965019]
避難誘導体制の整備計画
《基本方針》
町は、災害から住民の生命を守り、また、災害により住居を失った住民の当面の生活の場を確保するため、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定する。また、災害時の迅速・円滑な避難のため必要な対策を行う。

[bookmark: _Toc371426947][bookmark: _Toc371871332][bookmark: _Toc374373287][bookmark: _Toc413965020]第１項　指定緊急避難場所及び指定避難所の指定*[footnoteRef:7] [7: *●資料2.9.1「各種の避難施設」] 

町は、あらかじめ指定緊急避難場所及び指定避難所を指定する。
指定緊急避難場所及び指定避難所の概要は以下のとおりである。

＜避難施設の種類と概要＞
	名称
	目的・概要
	選定対象

	指定緊急避難場所
	· 災害時の円滑かつ迅速な避難の確保のために住民等を一時的に避難させるための場所
· 災害の発生により生命等の危険が迫っているときに、これらから逃れることを目的とする
	施設又は場所

	指定避難所
	· 災害により住居を失った被災者等を滞在させるための施設
· 災害による生命等の危険が去った後、必要に応じて開設する
	公共施設その他の施設


※1つの施設を指定緊急避難場所及び指定避難所の双方に指定しても良い

[bookmark: _Toc371426948]
指定緊急避難場所の選定要件
指定緊急避難場所は、災害の種類ごとに、以下の要件を考慮して選定する。

＜指定緊急避難場所の要件＞
	想定する災害
	要件

	全て
	1 管理の方法が次の基準に適合すること
1． 災害時に開放できること
2． 居住者等受入部分（下記②イ.における居住者等受入部分までの経路も含む）について、物品の設置又は地震による落下、転倒若しくは移動その他の事由により避難上の支障を生じさせないものであること

	地震以外
	2 安全区域（※1）内にあることまたは安全区域外であっても以下の基準に適合すること
1． 想定する災害に対して安全な構造であること（※2）
2． 洪水等を想定した施設の場合、想定される浸水の高さ以上の高さに居住者等受入部分（※3）があり、その場所までの経路があること

	地震
	3 以下のいずれかに該当すること
1． （建物の場合）建築基準法における耐震性の基準に適合すること
2． （建物以外の場合）周辺に地震により危険となることが想定される建築物や工作物がないこと


※1：災害が発生した場合において人の生命または身体に危険が及ぶおそれがないと認められる土地の区域のこと。
※2：当該災害により生ずる水圧、波力、振動、衝撃その他の予想される事由により当該施設に作用する力によって損壊、転倒、滑動または沈下その他構造耐力上支障のある事態を生じない構造のものであること。また、当該災害が津波である場合には、建築基準法における耐震性の基準に適合すること。
※3：避難者の受入れの用に供すべき屋上その他の部分のこと。

[bookmark: _Toc371426949]

指定避難所の選定要件
指定避難所は以下の要件を考慮して選定する。
なお、一般的な避難所に加え、要配慮者を対象とした福祉避難所の指定も検討する。

＜指定避難所の要件＞
	対象
	要件

	全ての指定避難所
	1 被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模のものであること

	
	2 速やかに被災者等を受入れ、または生活関連物資を被災者等に配布することが可能な構造または設備を有すること

	
	3 車輌その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあること

	
	4 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること

	福祉避難所
	5 要配慮者の良好な生活環境の確保のために必要な以下の基準に適合すること
1． 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること（バリアフリー化等）
2． 災害時に、要配慮者が相談し、または助言その他の支援を受けることが出来る体制が整備されること
3． 災害時に、要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されること



管理者の同意の取得
町は、町の管理する施設以外の施設を指定緊急避難場所または指定避難所に指定するときは、当該施設の管理者の同意を得なければならない。

施設管理者による届出
指定緊急避難場所または指定避難所に指定された施設の管理者（町を除く）は、当該施設に関する以下の事項を行う場合、その旨を町に届け出なければならない。
1. 施設の廃止
2. 避難者受入れ部分の面積の10分の1以上の面積の増減を伴う改築（指定避難所のみ）

指定の取消し
町は、指定緊急避難場所及び指定避難所が廃止されたとき、または上述の要件に適合しなくなったときには、当該施設の指定を取り消す。

[bookmark: _Toc371426950]

指定の追加
町は、以下の方針に従い、必要に応じて指定避難所等を追加する。
1. 指定避難所が近辺にない地区について、指定避難所の新設を検討する。
2. 指定避難所における一人あたりの占有面積は、有効面積（延床面積の70％）を対象に２㎡／人以上とし、想定される避難者数がこの基準により算定される収容人員を大幅に上回る場合には、指定避難所の新設や拡張等について検討する。
3. 災害時の安全性に不安のある公共施設や老朽化した公共施設の改良（鉄筋コンクリート造りや耐火建築物への変更）を行うことにより、新たに指定避難所に指定する。

県への通知及び公示
町は、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定又は指定の取消しを行ったときには、その旨を県に通知するとともに、公示する。

[bookmark: _Toc371426951][bookmark: _Toc371871333][bookmark: _Toc374373288][bookmark: _Toc413965021]第２項　指定避難所等の機能の整備
[bookmark: _Toc371426952]設備の整備*[footnoteRef:8] [8: *●資料2.9.2「避難地に必要な施設と設備（例）」] 

町は、以下の計画に従い、指定避難所等に必要な設備を整備する。
1. 指定避難所に必要な設備のうち、最低限必要と考えられる設備等については、年次計画にしたがって逐次整備していく。又、不足設備等の緊急調達方法や場所について、事前に検討しておく。
2. 地域住民が指定緊急避難場所へ安全かつ速やかに到達できるよう、カラー舗装や避難所誘導標識等の設置を進める。
3. 救援物資輸送や傷病者の救助収容に有効なヘリコプターの発着場としての整備に努める。特に、夜間照明設備等の設置を推進する。
4. 対策本部と避難施設との連絡を確保するため、電話回線、防災行政無線、パソコン等の通信施設の整備を検討する。

[bookmark: _Toc371426953]管理・運営体制の整備
指定避難所の管理責任者をあらかじめ定めるとともに、確実な避難所開設を行えるよう複数箇所での鍵管理体制を整備する。また、避難所運営に必要な事項について、あらかじめマニュアル等の作成を検討する。

[bookmark: _Toc371426954][bookmark: _Toc371871334][bookmark: _Toc374373289][bookmark: _Toc413965022]第３項　避難路の選定
避難路については、避難圏域や道路整備状況等の条件が異なるため、統一的な基準での設定が困難であるが、基本的には幅員が比較的広く、安全と考えられる道路を選定する。

[bookmark: _Toc371426955][bookmark: _Toc371871335][bookmark: _Toc374373290][bookmark: _Toc413965023]第４項　円滑な避難誘導のための備え
町は、災害時の円滑な避難誘導のため、以下の事項を行う。
1. 過去における主な災害、あるいは地域的条件を考慮し、地区別の具体的な避難施設、避難経路等をあらかじめ住民に周知しておく。
2. 災害時の避難が円滑に行われるよう、避難誘導員の選定や避難誘導方法（緊急移送方法等）及び情報伝達方法の整備等を行う。
3. 各避難所の責任者をあらかじめ定めておき、収容予定地区及び氏名等のリストを平常時において作成しておく等、避難者の受け入れや生活支援等が円滑に進むようにしておく。
4. 学校、病院、宿泊所等多数の者を収容する施設では、平素から避難計画の策定、警察、消防団等と協力した要配慮者に十分考慮した避難訓練等を行い、有事に備えるよう指導する。



[bookmark: _Toc371070392][bookmark: _Toc371070518][bookmark: _Toc371074466][bookmark: _Toc371344548][bookmark: _Toc371426961][bookmark: _Toc371871336][bookmark: _Toc374373291][bookmark: _Toc413965024]広域応援・受援体制整備計画
《基本方針》
大規模災害時における応急対策をより迅速・的確に実施するためには、広域的な支援・協力体制が不可欠であることから、各関係機関において相互応援の協定を締結する等、平素から応援体制を整備しておくものとする。
また、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な地震災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との間の協定締結にも考慮するものとする。
町は、災害応急対策を行うために必要な場合、関係指定地方行政機関又は関係指定公共機関に対し、職員の派遣を要請するものとする。また、町は、他市町村へ職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努めるものとする。
町は、県への応援要請が迅速に行えるよう、あらかじめ県と要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。
町及び県等は、食料、飲料水、生活必需品、医薬品、血液製剤、燃料及び所要の資機材の調達並びに広域的な避難に必要となる施設等の相互利用等に関する応援体制の充実に努めるものとする。

《現況/課題》
町では、大規模な災害が発生した場合に備え、その被害を最小限にするため、次の応援協定等を締結している。
1. 災害時における福岡県内市町村間の相互応援に関する基本協定（平成17年4月26日）*[footnoteRef:9] [9: *●資料2.10.1「災害時における福岡県内市町村間の相互応援に関する基本協定」] 

2. 福岡都市圏市町村消防相互応援協定（平成18年10月10日締結）*[footnoteRef:10] [10: *●資料2.10.2「福岡都市圏市町村消防相互応援協定書」] 

3. 福岡県消防相互応援協定（平成25年3月28日締結）*[footnoteRef:11] [11: *●資料2.10.3「福岡県消防相互応援協定書」] 

4. 福岡都市圏水道災害時相互応援に関する協定（平成21年7月23日締結）*[footnoteRef:12] [12: *●資料2.10.4「福岡都市圏水道災害時相互応援に関する協定書」] 

5. 福岡県広域航空消防応援実施要綱（平成18年10月10日締結）*[footnoteRef:13] [13: *●資料2.10.5「福岡県広域航空消防応援実施要綱」] 

6. 一般廃棄物の処理に関する相互協力協定（平成12年12月25日締結）*[footnoteRef:14] [14: *●資料2.10.6「一般廃棄物の処理に関する相互協力協定書」
*7●資料2.10.7「災害時における多々良川流域関連公共下水道施設の復旧支援協力に関する協定」] 

7. 災害時における多々良川流域関連公共下水道施設の復旧支援協力に関する協定（平成29年2月2日締結）*7
この他の協定・覚書等防災体制の拡充が必要である。

[bookmark: _Toc371426962][bookmark: _Toc371871337][bookmark: _Toc374373292][bookmark: _Toc413965025]第１項　他市町及び関係機関等との相互応援体制の整備
[bookmark: _Toc371426963]市町村間の相互協力体制の整備
町は、平素から締結している消防相互応援の体制整備を推進するとともに、この他、近隣市町と大規模災害時に備えた相互応援協定を締結するように努める。

県との連携体制の整備
町は、災害時の県に対する応援及び応急対策の実施等の要請が円滑に行えるよう、事前に協議をする等の必要な措置を講ずる。
[bookmark: _Toc371426964]
自衛隊との連携体制の整備
町は、県と自衛隊との「福岡県大規模災害対策連絡協議会設置要綱（平成７年８月設置）」における協議や防災訓練の実施等を通じて、平素から連携体制の強化を図り、あらかじめ自衛隊の災害派遣活動が円滑に行えるよう必要な事項を取り決めるとともに、相互の情報連絡体制の充実に努めるものとする。

[bookmark: _Toc371426965]関係機関との連携体制の整備
警察（粕屋警察署）
町は、平素から警察署及び交番との緊密な連携を図り、大規模災害発生時において、迅速かつ広域的な支援が行われるよう応援体制の整備を推進する。

消防機関（粕屋南部消防本部）
町は、消防機関との「消防相互応援協定」等を通じて、人命救助活動等の支援体制の充実に努める。

[bookmark: _Toc371426966]航空機による相互応援体制
大規模大害が発生した場合に、航空機を利用した消防活動に関して相互応援を行えるよう、必要な体制を整備する。

[bookmark: _Toc371426967]支援活動の準備
被災市町村及び各関係機関より応援要請を受けた場合、直ちに派遣の措置が講じられるよう、支援対策本部、派遣職員のチーム編成、携帯資機材、使用車両、作業手順等について準備しておく。
また、職員が派遣先の被災地において被災市町村から援助を受けることの無いよう、食糧、衣料から情報伝達手段に至るまで各自で賄うことができる自己完結型の体制を心がける。
７．受援計画
町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援計画を定めるものとする。
また、受援計画に基づく応援の受入を想定した訓練等の実施を通じて、計画の継続的な見直しを行うなど、災害対応業務の実効性確保に努めるものとする。

[bookmark: _Toc371426969][bookmark: _Toc371871338][bookmark: _Toc374373293][bookmark: _Toc413965026]第２項　広域一時滞在の受入れ体制の整備
[bookmark: _Toc371426970]広域一時滞在の協定の締結
町は、大規模災害時において、被災者の町域を越えた避難が必要となることを想定し、県内外の他市町村への避難（広域一時滞在）のための協定の締結に努める。

[bookmark: _Toc371426971]広域一時滞在の受け入れ体制の整備
町は、他市町村からの広域一時滞在の受入れに備え、受け入れ先の避難所の選定等、受け入れ体制の整備を推進する。


[bookmark: _Toc371070393][bookmark: _Toc371070519][bookmark: _Toc371074467][bookmark: _Toc371344549][bookmark: _Toc371426972][bookmark: _Toc371871339][bookmark: _Toc374373294][bookmark: _Toc413965027]要配慮者対策計画
《基本方針》
要配慮者は、災害発生時に犠牲になるリスクが高くなると考えられる。また、社会福祉施設、病院等の施設では、常時入所者に加え、被災した高齢者、傷病者の対応に迫られることとなる。
そのため、地域毎の要配慮者に関する現状把握を含め、高齢者や障がい者、未来を担う子供達等の安全確保に努めるとともに、地域ぐるみで助け合う体制、社会づくりを目指し、要配慮者の安全確保に努める。

《現況/課題》
要配慮者の対象となる65歳以上の老年人口は10,421人、高齢化率27.9％（令和3年）である。高齢化の進行に伴って、要配慮者数の増加、特に、寝たきり高齢者や独り暮らし高齢者といった何らかの援助を要する者は、確実に増加することとなる。
このような在宅の要配慮者に関しては、福祉や医療の問題にとどまらず、災害時の防災面における地域対応等の問題を抱えている。

[bookmark: _Toc371426973][bookmark: _Toc371871340][bookmark: _Toc374373295][bookmark: _Toc413965028]第１項　社会福祉施設、病院等の対策
[bookmark: _Toc371426974]組織体制の整備
町の役割
町は、災害対応マニュアルの作成・配布等を通じ、社会福祉施設、病院等の管理者を支援し、災害時の要配慮者等の安全確保のための組織・体制の整備を促進するとともに、自主防災組織や事業所の防災組織等の整備及び指導を行う。

社会福祉施設、病院等の役割
要配慮者等が利用する社会福祉施設、介護老人保健施設及び病院等の管理者は、災害時に備え非常災害対策計画を作成するとともに、あらかじめ防災組織を整え、職員の任務分担、動員計画及び緊急連絡体制等の整備を図るものとし、職員等に対する防災教育及び防災訓練を実施する。
特に、夜間等における消防機関への緊急通報及び入所者の避難誘導体制に十分配慮した体制整備を行う。
また、町、施設相互間、自治会及び自主防災組織等と連携をとり、要配慮者等の安全確保に関する協力体制づくりを行う。

[bookmark: _Toc371426976][bookmark: _Toc371426975]要配慮者を考慮した防災基盤の整備
1. 要配慮者自身の災害対応能力や、社会福祉施設、病院等の立地条件を考慮し、避難所及び避難路等の防災基盤の整備に努める。
2. こども教育総合支援センターを有効に利用し、地域福祉の拠点としての機能の充実に努める。又、高齢者や障がい者等の多様なニーズに対応した保健、医療、福祉の連携をはじめとした総合的な拠点機能施設の整備についても検討する。
3. 保健、医療、福祉の連携を基盤とした「地域社会福祉計画」の策定、「障がい者計画」、「高齢者保健福祉計画」の推進等、地域保健医療の充実に努める。

防災設備等の整備
1. 町は、社会福祉施設及び病院等の管理者を指導、支援し、要配慮者の安全を確保するための防災設備等の整備や、施設機能維持のための備蓄（水、電力、医薬品、非常用電源等）を推進する。
2. 社会福祉施設及び病院等の管理者は、施設そのものの災害に対する安全性を高めるとともに、災害後も施設入所者の生活を維持するため、物資及び防災資器材等の整備の充実を推進する。
3. 災害発生に備え、要配慮者自身の災害対応能力を考慮し、消防機関等への緊急通報、避難誘導のための防災設備の整備を推進する。
4. こども教育総合支援センターの機能の充実を図る。

第２項　浸水想定区域内の要配慮者利用施設の指定
　町は、浸水想定区域内に要配慮者等が利用する施設で当該施設の利用者が洪水時に円
　　滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合には、これらの施設の名称及び所在地について定める。

 要配慮者等が利用する社会福施設、介護老人保健施設及び病院等の管理者は、災害時
　　に備え非常災害対策計画を作成するとともに、あらかじめ防災組織を整え、職員の任務分担、動員計画及び緊急連絡体制等の整備を図るものとし、職員等に対する防災教育及び防災訓練を実施する。

[bookmark: _Toc371426977][bookmark: _Toc371871341][bookmark: _Toc374373296][bookmark: _Toc413965029]第３項　保育園等における対策
町は、保育園等の管理責任者を指導・支援し、災害時における幼児の安全確保の方法、保護者等との連絡体制等の整備や避難訓練等の防災訓練の計画的な実施を促進する。

[bookmark: _Toc371426978][bookmark: _Toc371871342][bookmark: _Toc374373297][bookmark: _Toc413965030]第４項避難行動要支援者対策
1.避難行動要支援者名簿の作成
町は、在宅の要配慮者への迅速・円滑な避難支援及び安否確認の実施のため、町内に居住する要配慮者のうち、災害時の避難に特に支援を要する者（避難行動要支援者）の名簿及び個別支援計画を作成する。

（1）避難行動要支援者名簿及び個別支援計画作成のための情報の収集
町は、避難行動要支援者名簿作成及び個別支援計画のため、関係部局間で要配慮者に関する情報を共有する。
また、必要に応じて、県その他の関係機関に対して名簿作成のための情報の提供を要請する。

（2）避難行動要支援者名簿に記載する者の範囲の決定
避難行動要支援者名簿に記載する者の範囲は、特に以下の事項に留意して決定する。
1. 避難のために必要な以下の能力の有無
(1) 警戒や避難指示等の災害関係情報の取得能力
(2) 避難そのものの必要性や避難方法等についての判断能力
(3) 避難行動をとるうえで必要な身体能力
2. 地域による避難支援の必要性があるか（同居家族の有無等）

避難行動要支援者名簿の記載事項
避難行動要支援者名簿には以下の事項を記載する。
1. 氏名
2. 生年月日
3. 性別
4. 住所又は居所
5. 電話番号その他の連絡先
6. 避難支援等を必要とする事由
7. その他必要な事項

避難行動要支援者名簿の登録対象者
　次に掲げる者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者。
　ア　介護保険における要介護認定を受けており、要介護度３～５の者
　イ　身体障害者手帳の交付を受けており、障害の程度が１級または２級の者
　ウ　療育手帳の交付を受けており、障害の程度がＡ判定の者
　エ　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けており、障害の程度が１級の者
　オ　指定難病の医療費助成認定を受けている者
　カ　ア～オに準ずる状態にあり、災害時の支援が必要と認められる者

[bookmark: _Toc371426980]避難行動要支援者名簿の保管
避難行動要支援者名簿の保管にあたっては、以下の対策を講ずる。

バックアップ体制の構築
災害規模等によっては町の機能が著しく低下することを考え、クラウドでのデータ管理や県との連携などにより避難行動要支援者名簿のバックアップ体制を築いておく。
また、災害による停電等を考慮し、電子媒体での管理に加え、紙媒体でも最新の情報を保管しておく。

情報の適正管理
避難行動要支援者名簿の管理については、総務省の『地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン』に基づき、機密性に応じた情報の取得方法等を具体的に定めた「情報セキュリティポリシー」の遵守を徹底する。

[bookmark: _Toc371426981]避難行動要支援者名簿の更新
避難行動要支援者名簿の更新
避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、町は避難行動要支援者の把握に努め、避難行動要支援者名簿を更新する期間や仕組みをあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に保つ。

避難行動要支援者名簿に関する更新情報の共有
避難行動要支援者の避難支援等に必要となる事項に変化が生じた時は、その情報を町及び避難支援等関係者間で共有する。
また、転居や入院により避難行動要支援者名簿から削除された場合、該当者の名簿情報の提供を受けている避難支援等関係者に対して、避難行動要支援者名簿の登録から削除されたことを避難支援等関係者に周知する。

[bookmark: _Toc371426982]避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供
避難支援等関係者となる者の範囲
町は、消防機関、警察、民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者（避難支援等関係者）となる者を定めておく。

避難支援等関係者への避難行動要支援者名簿の提供
町は、避難行動要支援者の同意を得て、避難行動要支援者名簿に記載された情報を避難支援等関係者に提供する。

情報の漏えい防止のための措置
町による措置
避難行動要支援者名簿の提供に際しては、避難支援等関係者が適正な情報管理を図るよう必要な措置を講ずる。

避難支援等関係者による情報管理
名簿情報の提供を受けた避難支援等関係者は、正当な理由なく、名簿情報の提供により知り得た情報を漏らしてはならない。

[bookmark: _Toc371426983]個別計画の策定
町は、災害時の避難支援を実効性のあるものとするため、避難行動要支援者支援マニュアルを参考に避難行動要支援者一人一人のための避難支援計画の策定を推進する。

個別計画策定の実施主体
個別計画の策定は、避難行動要支援者本人、避難支援者のほか、町、民生委員や自主防災組織等が連携して行う。

避難支援等関係者の安全の確保
個別計画の策定にあたっては、避難支援者の安全に十分に配慮する。

[bookmark: _Toc371426984]施設設備の整備
町は、避難行動要支援者の避難対策のため、以下の整備を行う。
1. 一人暮らしの高齢者や寝たきり高齢者等の安全を確保するため、緊急通報システム等の整備を進める。
2. 聴覚障がい者等への災害情報の伝達を効果的に行うためのファクシミリ装置及び文字放送受信装置の普及に努める。
3. 在宅者の安全性を高めるため、自動消火設備及び火災警報機等の設置等を検討する。
4. 避難行動要支援者自身の災害対応能力及び避難行動要支援者の分布等を考慮し、避難場所及び避難路等の防災基盤の整備を図る。

[bookmark: _Toc371426985]支援体制の整備
町は、以下の事項を行い、地域における避難行動要支援者の支援体制を整備する。
1. 一人暮らしの高齢者、寝たきり高齢者等の避難行動要支援者の現状を把握し、自主防災組織や事業所の防災組織等の整備及び指導を通じ、災害時に地域全体で避難行動要支援者をバックアップする情報伝達、救助等の体制づくりを促進する。
2. 避難行動要支援者自身の災害対応能力及び在宅の状況等を考慮し、危険箇所及び避難所等の周知・啓発を推進する。
3. 地域包括支援センターやケアマネージャーと連携して、避難行動要支援者の安否確認を行える体制の整備を推進し、平常時から災害対応能力の向上を目指す。
4. 人工透析患者に対しては、一般社団法人全国腎臓病協議会の「災害対策マニュアル」に基づき、災害時の透析医療体制の確立を目指す。

[bookmark: _Toc371426986][bookmark: _Toc371871343][bookmark: _Toc374373298][bookmark: _Toc413965031]第５項　外国人等への支援対策
[bookmark: _Toc371426987]外国人への支援対策
町は、第5項に定める防災教育等の実施のほか、県の対策に準じ、通訳・翻訳ボランティア等の確保に努める。

[bookmark: _Toc371426988]旅行者への支援対策
旅行者は、地理に対する知識が少ないため、迅速に避難行動をとることが困難な場合があるので、災害時に円滑な避難行動がとれるよう配慮する必要がある。
このため、町は、ホテル・旅館等の施設管理者が災害の状況に応じた避難場所、経路を事前に確認し、災害時の情報伝達に備えるよう配慮する。
また、災害発生時に旅行客の迅速な被害状況把握を行うため、関係団体等との情報連絡体制をあらかじめ整備する。

[bookmark: _Toc371426989][bookmark: _Toc371871344][bookmark: _Toc374373299][bookmark: _Toc413965032]第６項　要配慮者への防災教育・訓練等の実施
[bookmark: _Toc371426990]要配慮者に対する防災教育・訓練の実施
要配慮者及びその家族に対し、パンフレット、ちらし等を配布するとともに、地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、災害に対する基礎的知識等の理解を高めるよう努める。
また、避難が必要な際に避難行動要支援者に避難を拒否されることで避難実施に時間を要し、避難を誘導・援護する地域住民、自主防災組織、福祉事業者や消防団の避難の遅れを極力防ぐため、日頃から避難行動要支援者に対する避難訓練を実施するなど、避難行動要支援者に対して避難の重要性の認識を普及させ、円滑に避難を実施できる体制の構築に努める。

[bookmark: _Toc371426991]外国人に対する防災教育・訓練の実施
地域内で生活する外国人の安全確保を図るため、外国人に対する防災教育、訓練及び災害時の情報提供等を検討する。このため、英語をはじめとする外国語の防災パンフレット等の作成、外国人を対象とした防災訓練の実施、防災標識等への外国語の付記、及び災害時の外国語による広報等の対策を検討する。

[bookmark: _Toc371426992][bookmark: _Toc371871345][bookmark: _Toc374373300][bookmark: _Toc413965033]第７項　要配慮者への支援に関する住民の役割
[bookmark: _Toc371426993]学校、病院等における避難対策
学校、病院等の多数の者を収容する施設では、平素から避難計画を策定し、警察、消防団、地域住民等と協力し、要配慮者へ十分配慮した避難対策を検討しておく。

[bookmark: _Toc371426994]地域における対策
住民は、要配慮者の存在を知るとともに、以下の対策を行う等、民生委員等やボランティアを含めた各家庭における要配慮者支援に努める必要がある。
1. 防災に関する基礎知識の習得（危険箇所、避難場所、搬送用機材等の事前確認）
2. 人手の確保（知らせる人、救援者、搬送者：大人３人程度）
3. 通信手段の確認（救援者、救助者間の緊急用通信手段の確保）
4. 要配慮者の特性に応じた弱点、介護方法等の知識の習得
5. 地域ボランティアの組織づくりの推進


[bookmark: _Toc371070394][bookmark: _Toc371070520][bookmark: _Toc371074468][bookmark: _Toc371344550][bookmark: _Toc371426995][bookmark: _Toc371871346][bookmark: _Toc374373301][bookmark: _Toc413965034]災害救助法等運用体制整備計画
《基本方針》
大規模災害の場合は、通常、災害救助法が適用されるが、町においてその運用に際し混乱を生じることのないよう、日頃から災害救助法等に習熟するとともに、マニュアルを整備しておく。
また、被災者が適切に各種の支援を受けられるよう、罹災証明の迅速な交付体制を整備する。

[bookmark: _Toc371426996][bookmark: _Toc371871347][bookmark: _Toc374373302][bookmark: _Toc413965035]第１項　災害救助法運用体制の整備
[bookmark: _Toc371426997]災害救助法の運用に関する習熟
町は、自己研鑚や県の実施する災害救助法実務研修会に積極的に参加する等により、災害救助法の運用について内容に充分習熟しておく。

[bookmark: _Toc371426998]運用体制の整備
町は、災害救助法の運用のための体制を整備する。

[bookmark: _Toc371426999]必要資料の整備
町は、「災害救助の運用と実務」（第一法規出版）、県細則等、災害救助法運用に際して必要となる資料を整備しておく。

[bookmark: _Toc371427000]運用マニュアルの整備
町は、災害救助法等の適用申請から適用を受けた後の運用方法について県の指導を受け、災害救助法の適用された事例を参考にし、わかりやすいマニュアルを作成するものとする。

[bookmark: _Toc371427001][bookmark: _Toc371871348][bookmark: _Toc374373303][bookmark: _Toc413965036]第２項　罹災証明書交付体制の整備
町は、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制を確保し、災害時に罹災証明書を遅滞なく交付できるよう、以下の措置を講ずる。
1. 罹災証明書の交付のための調査について専門的な知識及び経験を有する職員の育成
2. 他の地方公共団体又は民間の団体との連携の確保
3. その他、罹災証明書の交付のための必要な措置


[bookmark: _Toc371070395][bookmark: _Toc371070521][bookmark: _Toc371074469][bookmark: _Toc371344551][bookmark: _Toc371427002][bookmark: _Toc371871349][bookmark: _Toc374373304][bookmark: _Toc413965037]災害ボランティアの活動環境整備計画
《基本方針》
大規模な災害の発生時において、被災者の多様なニーズにきめ細やかに対応するためには、ボランティアの参加・協力が重要である。そのため、平常時からボランティアや関係団体との連携を密にするとともに、受入体制の整備などボランティアの活動環境等の整備に努めるものとする。

[bookmark: _Toc371427003][bookmark: _Toc371871350][bookmark: _Toc374373305][bookmark: _Toc413965038]第１項　災害ボランティアの役割
主なボランティアの役割は、以下のとおりである。
1． 生活支援に関する業務
(1) 被災者家屋等の清掃活動
(2) 現地災害ボランティアセンター運営の補助
(3) 避難所運営の補助
(4) 炊き出し、食料等の配布
(5) 救援物資等の仕分け、輸送
(6) 高齢者、障がい者等の介護補助
(7) 被災者の話し相手・励まし
(8) その他被災地での軽作業（危険を伴わないもの）
2． 専門的な知識を要する業務
(1) 救護所等での医療、看護
(2) 被災宅地の応急危険度判定
(3) 外国人のための通訳
(4) 被災者へのメンタルヘルスケア
(5) 高齢者、障がい者等への介護・支援
(6) アマチュア無線等を利用した情報通信事務
(7) 公共土木施設の調査等
(8) その他専門的な技術・知識が必要な業務

[bookmark: _Toc371427004][bookmark: _Toc371871351][bookmark: _Toc374373306][bookmark: _Toc413965039]第２項　災害ボランティアの受入体制の整備
町は、災害ボランティアの受入体制づくりについて、社会福祉協議会等と連携し、災害ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう、災害ボランティアの受入れに関する実施計画、災害ボランティアの受入れ体制の整備等（災害時における現地災害ボランティア本部や連絡体制）を定めるとともに、必要に応じ、本部運営マニュアルを作成するなど、災害ボランティアの円滑な受入れに努める。

[bookmark: _Toc371427005][bookmark: _Toc371871352][bookmark: _Toc374373307][bookmark: _Toc413965040]第３項　災害ボランティアの育成・支援
[bookmark: _Toc371427006]ボランティアの登録支援・育成
町は、災害時における被災者の救援活動等の人員を確保するため、以下のとおりボランティアの登録及び育成を促進する。
1． 希望者の氏名や活動内容等を把握し、ボランティアの事前登録を推奨する。
2． 医療業務、介護業務及び被災建築物の応急危険度判定等の資格又は技術を要する専門ボランティアの事前登録並びに活動拠点等の整備を促進する。
3． ボランティアの積極的な活動を推進するため、ボランティア制度の普及と啓発に努める。このため、ボランティア関係の講習会、交流会の開催、学校教育への導入等を検討する。

[bookmark: _Toc371427007]災害ボランティアリーダー・コーディネーター等の育成・支援
災害が発生した場合にボランティアがただちに活動できるよう、被災者、地域住民、行政機関と災害ボランティアを的確に結びつける調整及びボランティア本部の運営役として、平常時から災害ボランティアリーダー・コーディネーターの養成を行う。
町においては以下の施策を実施する。
1. 社会福祉協議会と連携し、講習会、防災訓練を通じて、それぞれの地域における災害ボランティアリーダー等の育成・支援に努める。
2. 災害ボランティア活動中の事故や賠償事故の補償に効果のあるボランティア保険の普及啓発に努める。


[bookmark: _Toc371070396][bookmark: _Toc371070522][bookmark: _Toc371074470][bookmark: _Toc371344552][bookmark: _Toc371427008][bookmark: _Toc371871353][bookmark: _Toc374373308][bookmark: _Toc413965041]住宅の確保体制整備計画
《基本方針》
町は、被災者に対して応急仮設住宅等の住宅が迅速に提供されるよう、あらかじめ必要な体制を整備しておくものとする。

[bookmark: _Toc371427009][bookmark: _Toc371871354][bookmark: _Toc374373309][bookmark: _Toc413965042]第１項　応急仮設住宅（借上型）等としての既存住宅の供給体制の整備
町営住宅の空き状況を把握し、災害時における被災者への迅速な提供に努めるものと　する。そのため、関係機関と協議を行い、公的賃貸住宅の受入れに係る課題の共有・連携強化を実施するものとする。
また、災害時に民間賃貸住宅の空家を借上げる応急仮設住宅（借上型）について検討　　するものとする。

[bookmark: _Toc371427010][bookmark: _Toc371871355][bookmark: _Toc374373310][bookmark: _Toc413965043]第２項　応急仮設住宅（建設型）の供給体制等の整備
応急仮設住宅を迅速に供与するため、町は災害に対する安全性に配慮しつつ、あらかじめ住宅建設に適する建設用地を選定し、建設候補台帳を作成する等、供給体制の整備に努めるものとする。その際、学校の敷地を用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分配慮するものとする。


[bookmark: _Toc371070397][bookmark: _Toc371070523][bookmark: _Toc371074471][bookmark: _Toc371344553][bookmark: _Toc371427011][bookmark: _Toc371871356][bookmark: _Toc374373311][bookmark: _Toc413965044]交通・輸送体制整備計画
《基本方針》
災害発生時の応急活動においては、人や物資・資機材の輸送が重要となる。災害時の混乱した状況でも迅速、確実な輸送活動が行えるよう、あらかじめ必要な体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427012][bookmark: _Toc371871357][bookmark: _Toc374373312][bookmark: _Toc413965045]第１項　緊急通行車両の事前届出
町及び関係機関は、災害発生時の混乱した現場における緊急通行車両の迅速な確認手続きの実施のため、必要に応じて、県公安委員会に緊急通行車両の事前届出を行う。

[bookmark: _Toc371427013]事前届出の対象とする車両
事前届出の対象とする車両は、次に掲げるいずれにも該当する車両である。
1． 災害時において災害対策基本法第50条第１項に規定する災害応急対策（次に掲げる事項をいう。）を実施するために使用される計画がある車両。
(1) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項
(2) 消防、水防その他の応急措置に関する事項
(3) 被災者の救難、救助その他保護に関する事項
(4) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項
(5) 施設及び設備の応急の復旧に関する事項
(6) 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項
(7) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項
(8) 緊急輸送の確保に関する事項
(9) その他災害の発生の防ぎょ又は拡大の防止のための措置に関する事項
2． 指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関（以下「指定行政機関等」という。）が保有し、若しくは指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等の活動のために専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両。

[bookmark: _Toc371427014]事前届出の申請
事前届出の申請要領は以下のとおりである。
	申請者
	基本法施行令第33条第１項に基づく緊急通行車両の緊急通行を実施することについて責任を有する者（代行者を含む）

	申請先
	申請に係る車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署又は県警察本部交通規制課

	申請書類
	緊急通行車両事前届出書（2通）及び以下の添付書類
・申請者が緊急通行車両として使用することを疎明する書類（1通）
・自動車検査証の写し等


[bookmark: _Toc371427015]事前届出済証の保管及び車両変更申請
関係機関は、事前届出済証を適正に保管するとともに、事前届出済証の交付を受けた車両に廃車、配置換え等の変更が生じた場合は、速やかに事前届出済証の返還、変更の申請を行う。

[bookmark: _Toc371427016][bookmark: _Toc371871358][bookmark: _Toc374373313][bookmark: _Toc413965046]第２項　緊急輸送体制の整備
[bookmark: _Toc371427017]輸送車両等の確保
町は、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ輸送機関との協定の締結等により、輸送体制の整備に努める。また、物資供給協定等においても、輸送を考慮した協定締結に努める。

[bookmark: _Toc371427018]輸送施設・輸送拠点の整備
町は、緊急輸送道路ネットワーク計画を踏まえ、確保すべき輸送施設及び輸送拠点について把握するものとする。
また、緊急時における輸送の重要性にかんがみ、上記の輸送施設及び輸送拠点については、特に耐震性の確保に配慮する。

[bookmark: _Toc371427019]緊急輸送道路の啓開体制の整備
町は、発災後の緊急輸送道路の障害物の除去、応急復旧等に必要な人員、資機材の確保を図るため、あらかじめ建設業者、団体との間で協定等を締結して体制を整備しておく。
また、障害物除去、応急復旧等を迅速に行うため、あらかじめ応急復旧計画を立案するよう努める。


[bookmark: _Toc371070398][bookmark: _Toc371070524][bookmark: _Toc371074472][bookmark: _Toc371344554][bookmark: _Toc371427020][bookmark: _Toc371871359][bookmark: _Toc374373314][bookmark: _Toc413965047]医療救助体制整備計画
《基本方針》
大規模な災害発生時には、多数の負傷者が発生することが想定され、かつ即応体制が要求されるため、これに対応できる医療救護体制を整備する。また、災害時に医薬品等が大量に必要となることから、医薬品等の確保・供給体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427021][bookmark: _Toc371871360][bookmark: _Toc374373315][bookmark: _Toc413965048]第１項　医療救護活動要領への習熟
町及び関係機関は、県地域防災計画、町地域防災計画における災害時の応急医療、救急活動に関する計画及び「福岡県災害時医療救護マニュアル」に示す活動方法・内容に習熟する。

[bookmark: _Toc371427022][bookmark: _Toc371871361][bookmark: _Toc374373316][bookmark: _Toc413965049]第２項　医療救護体制の整備
[bookmark: _Toc371427023]情報収集・連絡体制の整備
町及び医療機関は、発災時における医療救護活動に係る情報の収集・連絡・分析等の重要性にかんがみ、通信手段を確保するとともに、その多様化に努める。
また、医療活動等に必要な情報収集・連絡体制を確保するため、医療機関と連携して救急医療情報システム等の情報ネットワーク化を検討推進するとともに、医療機関の連絡・連携体制についての計画を作成するよう努めるものとする。

[bookmark: _Toc371427024]医療救護班の整備
町は、災害時における初動医療救護活動を第一次的に実施することから、粕屋医師会等と協議調整し、災害時における医療救護活動に関する協定締結をするなどして、あらかじめ救護班を編成する。

編成対象機関
医療救護班は以下の機関を対象に編成する。
1. 町（医療機関等、粕屋医師会）
2. 県（保健福祉（環境）事務所）、国（大学病院、国立病院機構、療養所、その他国関係病院）
3. 県医師会、県歯科医師会、日本赤十字社福岡県支部、災害拠点病院

編成基準
医療救護班の構成は、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、事務職員、運転手等を含むものとし、各班の人数については災害の規模により適宜定める。

[bookmark: _Toc371427025]医療機関の災害対策
医療機関は、自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに、業務継続計画の作成に努めるものとする。また、作成したマニュアルに基づく自主訓練を行うなど、各医療機関レベルでの災害対策を講じるものとする。

[bookmark: _Toc371427026]医療救護用施設、資機材及び医薬品等の整備
救急救助用資機材の整備
町は、救助工作車、救急車、照明車等の車両、担架ベッド、応急仮設テント、緊急電源装置等の応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備に努める。

応急救護用医薬品、医療資機材等の備蓄
町は、負傷者が多人数にのぼる場合を想定し、応急救護用医薬品、医療資機材等の備蓄に努める。

ヘリコプター離着陸場の整備
町は、救急病院等の近隣の公園やグラウンド等を災害時における臨時ヘリコプター離着陸場として選定しておく。

医療機関の機能維持体制の整備
医療機関は、医療施設の耐震性の強化に努める。また、医療機能を維持するために必要となる、水、電力、ガス等の安定的供給及び水道施設等が被災した場合の応急措置及び緊急復旧について、必要な措置を講ずるとともに、このことについて関係事業者と協議しておく。

[bookmark: _Toc371427027]住民等の自主的救護体制の整備
大規模災害時には、救急車等搬送手段の不足、通信の途絶、交通混乱等により、医療活動、救急搬送活動が困難となることが予想される。
そのため、町は、自主防災組織、住民等に対し、近隣の救護活動や医療機関への搬送活動等について自主的に対応する必要があることを広報、研修等により周知徹底し、自主的救護体制の整備を推進する。

[bookmark: _Toc371427028][bookmark: _Toc371871362][bookmark: _Toc374373317][bookmark: _Toc413965050]第３項　傷病者等搬送体制の整備
[bookmark: _Toc371427029]情報連絡体制
医療機関及び消防機関は、傷病者の迅速かつ的確な搬送のため、相互の情報連絡機能の確保を行う。

[bookmark: _Toc371427030]

搬送経路
消防機関は、搬送経路となるべき道路が被害を受けた場合を考慮し、適切な後方医療機関への搬送経路を検討しておく。

[bookmark: _Toc371427031]効率的な出動・搬送体制の整備
災害時には、骨折、火傷等傷害の種類も多く、緊急度に応じた迅速かつ的確な判断と行動が要求されるため、消防機関及び医療機関は、救急救命士の有効活用も含め、効率的な出動体制・搬送体制の整備を推進する。


[bookmark: _Toc371070399][bookmark: _Toc371070525][bookmark: _Toc371074473][bookmark: _Toc371344555][bookmark: _Toc371427032][bookmark: _Toc371871363][bookmark: _Toc374373318][bookmark: _Toc413965051]防疫・保健衛生体制整備計画
《基本方針》
災害の被災地域においては、生活環境の悪化に伴い、感染症等の疾病の発生と流行が多分に予想されるので、これを防止するための防疫・保健衛生体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427033][bookmark: _Toc371871364][bookmark: _Toc374373319][bookmark: _Toc413965052]第１項　保健衛生・防疫活動要領への習熟
町及び関係機関は、県地域防災計画及び町地域防災計画に示す保健衛生・防疫体制に関する活動方法・内容について習熟するとともに、保健師や動物愛護に従事する職員等の資質向上のための研修等を行う。

[bookmark: _Toc371427034][bookmark: _Toc371871365][bookmark: _Toc374373320][bookmark: _Toc413965053]第２項　防疫用薬剤及び資機材等の確保
町は、災害時において、調達が困難になることが予想される防疫用薬剤及び資機材等について、調達方法を把握するなど平時からその確保に努める。

[bookmark: _Toc371427035][bookmark: _Toc371871366][bookmark: _Toc374373321][bookmark: _Toc413965054]第３項　学校における保健衛生の確保
校長は、保健室常備の救急用器材、薬品の確保など必要な処置を実施するものとする。また、児童・生徒及び職員等に常に災害時における衛生について、十分周知するよう指導するものとする。



[bookmark: _Toc371070400][bookmark: _Toc371070526][bookmark: _Toc371074474][bookmark: _Toc371344556][bookmark: _Toc371427036][bookmark: _Toc371871367][bookmark: _Toc374373322][bookmark: _Toc413965055]ごみ・し尿・がれき処理体制整備計画
[bookmark: _Toc371427037][bookmark: _Toc371871368][bookmark: _Toc374373323][bookmark: _Toc413965056]第１項　ごみ処理体制の整備
災害により一時的に大量に発生した生活ごみ及び粗大ごみ（以下、「ごみ」という。）を適正に処理する体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427038]ごみ処理要領への習熟と体制の整備
町は、県地域防災計画及び町地域防災計画に示すごみ処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427039]ごみの仮置場の選定
町は、災害時におけるごみの仮置場の選定を行う。選定の基準は以下のとおりとする。
1. 他の応急対策活動に支障のないこと
2. 環境衛生に支障がないこと
3. 搬入に便利なこと
4. 分別、焼却、最終処分を考慮した場合に便利なこと

[bookmark: _Toc371427040][bookmark: _Toc371871369][bookmark: _Toc374373324][bookmark: _Toc413965057]第２項　し尿処理体制の整備
災害時のし尿処理体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427041]し尿処理要領への習熟と体制の整備
町は、県地域防災計画及び町地域防災計画に示すし尿処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427042]災害用仮設トイレの整備
町は、発災時に避難所、住宅地内で下水道施設の使用ができない地域に配備できるよう仮設トイレを保有する建設業者等と協力関係を整備する。
また、災害時の仮設トイレの確保と周辺環境の整理について、地域住民との連携協力を図っていく。

[bookmark: _Toc371427043]素掘用資材の整備
町は、災害用仮設トイレの整備と並行して素掘用資材の整備を推進するため、素掘用仮設トイレの仕様の作成、資材の種類、数量の把握、消毒方法の検討を行う。

[bookmark: _Toc371427044]

し尿処理施設の整備
町は、公共下水道ポンプ施設・下水道管の耐震性を診断し、補強等を行う。
また、汚物の貯留・中継施設の確保、処理施設代替え方策等について、周辺市町との連携協力体制を図っていく。

[bookmark: _Toc371427045][bookmark: _Toc371871370][bookmark: _Toc374373325][bookmark: _Toc413965058]第３項　がれき処理体制の整備
災害による建物の消失、倒壊及び解体により発生する廃木材及びコンクリートがら等（以下、「がれき」という。）を適正に処理する体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427046]がれきの処理要領への習熟と体制の整備
町は、県地域防災計画及び町地域防災計画に示すがれき処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427047]がれきの仮置場の選定
町は、短期間でのがれきの焼却処分、最終処分が困難な場合を想定し、以下の点に留意して、がれきの仮置場の候補地をあらかじめ選定しておく。
1. 他の応急対策活動に支障のないこと
2. 環境衛生に支障がないこと
3. 搬入に便利なこと
4. 分別、焼却、最終処分を考慮した場合に便利なこと

[bookmark: _Toc371427048]応援協力体制の整備
町は、がれき処理の応援を求める相手方（建設業者、各種団体）については、あらかじめその応援能力について十分調査し、処理計画の中に組入れるとともに、協定書の締結等体制を整えておく。


[bookmark: _Ref371065363][bookmark: _Toc371070401][bookmark: _Toc371070527][bookmark: _Toc371074475][bookmark: _Toc371344557][bookmark: _Toc371427049][bookmark: _Toc371871371][bookmark: _Toc374373326][bookmark: _Toc413965059]水害予防計画
《基本方針》
近年の急激な都市化の進展と土地利用の変化、住民生活様式の変化に伴い、災害発生の要因は複雑・多様化し新たな対応を迫られている。又、河川の個別の治水対策だけでは水害を防ぐことは困難であり、流域全体の総合的な計画検討が求められている。総合的な治水対策を推進するために、計画的な河川の整備等の対策を検討するとともに、水防体制の確立、災害記録の蓄積とその被害状況の把握に努め、住民への広報啓発活動等のソフト対策の確立を目指す。

《現況/課題》*[footnoteRef:15]*[footnoteRef:16]*[footnoteRef:17]*[footnoteRef:18] [15: *●資料1.4.2「町危険箇所（水害・土砂）」]  [16: *●資料1.4.3「災害危険河川区域」]  [17: *●資料1.4.4「重要水防箇所（県知事管理区間）」]  [18: *●資料1.4.5「宇美川浸水想定区域図」] 

町の主要な河川は市街地を貫流し、周囲の山々から流下する区間も短い小さな流域からなっている。また、福岡市のベットタウンとなる等、急激な都市化の進展に伴い、流域の開発、土地利用の改変は拡大し、流域の保水能力は低下、雨水も短時間に流下し洪水の頻度も拡大することとなる。
今後も、温暖化による影響等から集中豪雨が発生することは避けられない状況にあるため、ひとたび大雨にみまわれると、氾濫、浸水、冠水等の被害をもたらす危険性が想定される。

[bookmark: _Toc371427050][bookmark: _Toc371871372][bookmark: _Toc374373327][bookmark: _Toc413965060]第１項　河川対策
[bookmark: _Toc371427051]河川の改修、整備計画
町は、洪水等による被害を防止するため、以下の対策を講ずる。
1. 洪水量を調整するため、調整池の検討と計画流量の見直し等による河川改修を推進する。
2. 森林保全事業等により山地部の保水能力を高め、急激かつ大量の出水を防止する。
3. 宅地開発等の進行に伴う雨水流出量の増加を考慮した、改修計画の見直しの必要性等について検討する。
4. 橋脚の塵芥の排除及び補修、橋台、石積の洗堀箇所の補強等、河川管理の充実を積極的に促進する。
5. 災害発生を未然に防止し、又は被害の拡大を防止するため浸水、溢水、その他異常気象により災害の発生するおそれがある区域について、その実態の把握に努める。
6. 飲料水、農業用水、工業用水等の貯留確保及び治水対策事業の推進を検討する。
7. 農地、農業施設の洪水による被害を防止するため、砂防・治山・治水等の関係事業を促進する。
8. 流木被害防止のため、伐採時期、流失防止箇所の選定等指導強化を図る。

[bookmark: _Toc371427052]水防用施設の整備*[footnoteRef:19] [19: *●資料2.19.1「水防倉庫一覧」] 

災害発生の危険性の高い地区での水防倉庫の整備を図る。

[bookmark: _Toc371427053]水防用資機材の整備
整備計画
町は、目標を設定して、現有の水防資機材の拡充を図る。また、資機材の不足する場合を予想して、あらかじめ調達方法や調達場所を検討しておく。

点検計画
毎年５月中に点検、整備を行い、梅雨期までに不良品の交換や不足品の補充等を行う。

[bookmark: _Toc371427054]浸水想定区域における対策
浸水想定区域毎の避難対策
町は、洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、浸水想定区域毎に、洪水予報等の伝達方法、避難場所その他必要な事項について定める。

要配慮者施設における避難対策の強化
町は、浸水想定区域内に立地する要配慮者施設を把握、公表し、当該施設における避難対策の強化を図る。

浸水想定区域における避難措置の住民への周知
町は、浸水想定区域における洪水予報等の伝達方法等について、印刷物（洪水ハザードマップ）の配付等により住民に周知する。

[bookmark: _Toc371427055][bookmark: _Toc371871373][bookmark: _Toc374373328][bookmark: _Toc413965061]第２項　ため池対策
[bookmark: _Toc371427056][bookmark: _Hlk96677566]ため池・調整池整備、改修計画
町は、ため池の決壊等による被害を防止するため、「福岡県防災重点農業用ため池に係る防災工事等推進計画」に基づき、以下の対策を講ずる。
1. 堤体や樋管の状況、漏水の有無等についての点検を行う。
2. 点検結果に基づき、必要があれば詳細調査を実施し、堤体の補強、漏水防止、余水吐きや樋管（斜樋、底樋）整備等の改修計画を立案する。
3. 年次計画に基づき、水防上重要なため池から逐次改修を進めていく。
4. 毎年、出水時期前にため池の点検パトロールを実施する。
5. 老朽・危険なため池は、緊急性の高い順に受益関係者と協議のうえ、補修・点検等の検討を行う。
6. 劣化状況評価や地震体制評価の結果に基づき、提体の改修や補強を実施する。また、改修までに時間を要する場合は、日常点検や低水位管理を実施する。

浸水想定区域における対策
　 作成したハザードマップを町民に配布し、またホームページにより広く周知することにより、啓発活動を実施する。

[bookmark: _Toc371070402][bookmark: _Toc371070528][bookmark: _Toc371074476][bookmark: _Toc371344558][bookmark: _Toc371427057][bookmark: _Toc371871374][bookmark: _Toc374373329][bookmark: _Toc413965062]土砂災害予防計画
《基本方針》
土砂災害に関し、次の方針に基づき必要な措置を推進する。
1. 県が行う事業の円滑な進行に協力するとともに、積極的な推進を関係機関に要請する。又、緊急性を要するような場合には、必要に応じ町単独の事業としても実施する。
2. 住民におかれた環境を知らせるため、町の災害危険箇所の周知と啓発を図る。
3. 防災情報の収集・伝達体制を整備し、避難情報や災害情報を迅速に地域住民へ提供できるよう、必要な警戒・避難体制の整備を推進する。
4. 地区公民館、小・中学校、公園空地等の避難場所の確保と、管理、避難誘導及び収容体制等を含めた避難所の検討並びに整備体制の充実に努める。

《現況》*[footnoteRef:20]*[footnoteRef:21]*[footnoteRef:22]*[footnoteRef:23]*[footnoteRef:24]*[footnoteRef:25] [20: *●資料1.4.7「砂防指定地一覧」]  [21: *●資料1.4.8「土石流発生危険箇所」]  [22: *●資料1.4.9「急傾斜地崩壊危険区域一覧」]  [23: *●資料1.4.10「急傾斜地崩壊危険箇所一覧」]  [24: *●資料1.4.11「土砂災害（特別）警戒区域図」]  [25: *●資料1.4.12「山地災害危険箇所」] 

山地や丘陵地が多いという地形・地質的な要因と社会環境の変化に伴う開発行為等による要因から、又、異常気象化における集中豪雨の発生に伴って、土砂災害は突発的に発生し、激甚な被害をもたらす可能性が高い。想定される災害としては、最も注意を要するものである。
そのため、これまでも砂防堰堤、治山堰堤、擁壁や法面工の整備といった砂防、治山、急傾斜地崩壊防止事業等が逐次進められてきた。

0. [bookmark: _Toc371427061][bookmark: _Toc371871375][bookmark: _Toc374373330][bookmark: _Toc413965063]土砂災害（急傾斜地崩壊、地すべり、土石流）の予防対策
[bookmark: _Toc371427062]危険箇所の実態調査及び県指定の促進
町は、土砂災害の危険箇所について災害予防対策を推進するため、危険箇所の把握等、以下の事項を実施する。
1. 斜面崩壊の危険性のある箇所について、実態調査を行って現況を把握し、今後の対策等について検討する。
2. 危険性の高い箇所については、県の指定を受け防止対策が実施されるよう、地元との調整を促進する。
3. 継続的な追跡調査が実施できるよう、危険斜面等の台帳を作成する。

[bookmark: _Toc371427063]土砂災害の発生防止のための対策
災害予防設備等の整備
町は、土砂災害の発生を防止するため、各危険箇所について以下の対策を実施する。

＜土砂災害の発生防止対策＞
	災害区分
	対策

	急傾斜地崩壊
	1. 地表水が崖面と反対側に流下するよう排水溝を設置し、又は既設の擁壁や石垣背後の排水状況を調査する等、排水対策を実施する。
2. 崖地や台地端部の大きな樹木を伐採する。
3. 亀裂や割れ目の生じている斜面や浮き石の不安定な箇所について、ビニールシート及びコンクリート等で整備補強する。
4. 二次災害防止のためシート、杭等を購入保管し、住民から要望があった場合、シートを設置する等の応急対策計画を検討する。

	地すべり
	1. 地すべりの発生における最大の誘因である地下水状況の変化を抑えるために、地表水や地下水の排除を促す排水対策として抑制工を実施する。
2. 発生している地すべりを抑えるために、くい工、シャフト工、アンカー工、擁壁工等の抑止工法を用いてその抑止を図る。
3. 二次災害防止のためシート、杭等を購入保管し、住民から要望があった場合、シートを設置する等の応急対策計画を検討する。

	土石流
	1. 県で実施する砂防事業が円滑に進むよう協力するとともに、砂防指定区域内における制限行為についての遵守に努める。
2. 土石流危険渓流に指定されている渓流や崖地の付近において災害防止対策工事の施工に協力し、災害予防に努める。
3. 既設工作物の点検を実施し、亀裂や洗堀部に対し早急に補修を実施する。



点検パトロールの実施
町は、梅雨時期前等に危険箇所のパトロールを行い、災害を未然に防止するため、適切な対策を講じる。

[bookmark: _Toc371427064]危険地区における対策
宅地開発における防災指導の強化
斜面崩壊等の発生し易い地域における宅地開発に際しては、宅地造成等規制法、建築基準法、都市計画法、基本法等により災害防止の処置についての指導や監督を強化する。

警戒・避難体制の整備
過去の土砂災害発生時の時間雨量、地下水位の変動量、地盤の変動量、研究機関の成果等を参考として、避難の基準を検討し警戒・避難体制の整備を行う。

[bookmark: _Toc371427065]土砂災害防止法の措置
「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号以下「土砂災害防止法」という。）」が平成13年４月に施行され、同法においては、土砂災害（急傾斜地の崩壊・土石流・地すべりの３現象）から住民の生命を守るために、あらかじめ土砂災害が発生するおそれがある区域を明らかにし、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、その中でも特に著しい土砂災害が発生するおそれがある区域においては、一定の開発行為を制限するほか、建築物の構造規制等を行うこととする。

＜土砂災害防止法による対策実施のフロー＞
基礎調査の実施（県）
土砂災害により被害を受けるおそれがある土地の地形、地質、土地利用状況等について調査を実施する。




基礎調査結果の住民への説明（県）



土砂災害警戒区域等の指定（県）
基礎調査に基づき、町から意見聴取のうえ、土砂災害のおそれのある区域について、「土砂災害警戒区域」さらに、住民に著しい危害が生じるおそれがある区域について、「土砂災害特別警戒区域」の指定を行う。






警戒避難体制の整備（町）
警戒区域等の情報伝達及び警戒避難体制の整備を行い、住民へ周知する。




県等の措置
土砂災害危険箇所のうち、特に危険度が高いとされる地域や将来住宅等の立地が予想され地域開発が活発な地域など、優先的に調査しなければならない箇所を抽出し、関係住民の意向を十分踏まえたうえで、県において土砂災害防止法に係る基礎調査を行い、その結果に基づき土砂災害警戒区域等の指定を行う。

町の措置
町では土砂災害警戒区域等における警戒・避難体制の整備を行う。
[bookmark: _Toc371427066][bookmark: _Toc371871376][bookmark: _Toc374373331][bookmark: _Toc413965064]
第２項　山地災害対策
[bookmark: _Toc371427067]危険地区調査
危険地区について調査及びパトロールを実施し、その実態を充分に把握するとともに、必要に応じ山地災害を防止するため適切な対策を講じる。

[bookmark: _Toc371427068]治山事業の推進
山地災害の発生防止のため、以下の事業を実施する。
1. 崩壊、土砂流出等を防止するため、造林事業を推進する。
2. 復旧治山、予防治山について関係機関に協力を要請し、土地所有者の理解を得て事業を推進する。
3. 保安林整備の充実を図るとともに、地域住民の協力を得てこれの拡大に努める。



[bookmark: _Toc371070403][bookmark: _Toc371070529][bookmark: _Toc371074477][bookmark: _Toc371344559][bookmark: _Toc371427069][bookmark: _Toc371871377][bookmark: _Toc374373332][bookmark: _Toc413965065]都市防災関連計画
《基本方針》
災害を予防するには、個々の災害危険箇所等に対する対策と同時に、土地利用の規制、土地区画整理、都市計画道路の整備といった総合的な基盤整備事業を通じての防災対策を進めていく必要がある。従って、町は、「災害に強いまちづくり」として都市防災を推進する。

《現況/課題》
宇美町では、都市計画区域をはじめ、良好な都市環境づくりを目指し、土地の有効利用に努めている。
今後の都市開発の進展状況によってはスプロール現象、土地利用規制の弱い地域での開発等、災害時に被害の拡大をまねくことも懸念される。
特に、道路狭小で木造住宅の密集、迷惑駐車が頻繁する等から消防自動車が進入困難地域、木造、低層建築物が密集する市街地では、一度火災が発生すれば、広範囲に拡大延焼のおそれがあるため、人命、財産に大きな損害を与えると予想される。
そのため、火災危険地域の指定を進め、延焼遮断帯となる緑地、道路等の整備について検討するなど、都市計画・消防計画に基づき地域全体での防災強化が必要である。

[bookmark: _Toc371427070][bookmark: _Toc371871378][bookmark: _Toc374373333][bookmark: _Toc413965066]第１項　建築物不燃化の推進
都市計画法により防火、準防火地域を設定するとともに、建築基準法第２２条に基づき屋根の不燃化及び外壁の延焼防止対策等を行う地域の指定を行い、都市の防災対策を推進する。

[bookmark: _Toc371427071]防火、準防火地域の指定
商業地域及び近隣商業地域等については、防火地域又は準防火地域を定めるものとし、容積率500％以上の商業地域については原則として防火地域を定める。

[bookmark: _Toc371427072]建築基準法第22条に基づく指定区域の設定
用途地域のうち、防火地域及び準防火地域に定められた地域以外の区域を、建築基準法第22条に基づき屋根の不燃化等を行う区域として指定する。

[bookmark: _Toc371427073]町営住宅の不燃化推進
既存の木造及び簡易耐火構造の住宅は、地域性、老朽度等を考慮して、逐次耐火構造への建替えを推進する。
また、２方向避難の困難な既設住宅については、防災改修等の改善を進めるとともに、新築住宅についても、不燃建築物とオープンスペースの一体的整備により防災空間の創出に努める。

[bookmark: _Toc371427074]住環境整備事業の推進
町は、住環境整備事業により、不良住宅が密集している地区を防災上有効な住環境として再整備を検討する。

[bookmark: _Toc371427075][bookmark: _Toc371871379][bookmark: _Toc374373334][bookmark: _Toc413965067]第２項　土地利用計画
町は、無秩序な市街化を防止し、また、都市災害にも対応できる都市づくりを推進するため、土地利用計画に基づいた市街地の形成を行う。
1. 土地利用に関しては、都市計画法をはじめ建築基準法、国土利用計画法、農地法、森林法、道路法、河川法、文化財保護法、砂防法、環境保全法等の関連法を総合しながら、安全で快適な住環境と自然と調和した土地利用計画を確立し、整備・開発・保全の方針を定めて対応していく。
2. 用途地域の再検討にあたっては、国土利用計画法の趣旨を十分に尊重し、町域を広域的にとらえた住環境の保全という観点に立って、土地の投機的取引、地価高騰、スプロール化等の都市発展に伴う諸問題の発生を抑制し、無秩序な開発を防止する。
3. 地域発展と自然保護との調和を基調として地域社会の環境管理を行い、快適な環境・社会資本の向上に努める。従って、住・商・工分離、緑地の保全・活用等のため美観地区や風致地区、緑地保全地区の指定に努め、効果的な土地利用を図り、町勢の均衡ある発展に資する土地利用計画の確立に努める。
4. 「都市計画法」に基づく開発許可制度により一定規模以上の開発行為に対しては、開発許可の基準に基づき、開発行為に対する指導を推進する。

[bookmark: _Toc371427076][bookmark: _Toc371871380][bookmark: _Toc374373335][bookmark: _Toc413965068]第３項　土地区画整理・市街地再開発事業計画
[bookmark: _Toc371427077]土地区画整理
既成市街地及び周辺地域において、土地区画整理事業等の推進を検討し、老朽木造住宅密集市街地等防災上危険な市街地の解消を図るほか、医療、福祉、行政、避難、備蓄等の機能を有する公共・公益施設との相互の連携により、地域の防災活動拠点として機能する道路、公園・空き地等の都市基盤施設を整備する。

[bookmark: _Toc371427078]市街地再開発
最近における都市化の進展に伴い、都市部及びその周辺地域において環境の悪化、災害の危険性の増大等の事態が深刻化している。これらの事態に対処するため市街地再開発事業を推進し、建築物の共同化、不燃化等を行うとともに、これと併せて延焼阻止能力を持つ幹線道路、公園、広場等の不燃空間の確保と公共施設を整備することにより、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、併せて都市災害の防止に努める。

[bookmark: _Toc371427080]住民との合意形成
都市計画マスタープラン等の策定により市街地の将来像を明らかにしたうえで、地元関係者との合意形成を図りながら、計画的な土地利用の推進と災害に強い市街地を形成する。

[bookmark: _Toc371427081][bookmark: _Toc371871381][bookmark: _Toc374373336][bookmark: _Toc413965069]第４項　公園・緑地整備計画
[bookmark: _Toc371427082]公園・緑地の整備
公園・緑地の確保・整備
公園は、火災延焼及び建物倒壊等から避難者の生命を保護する機能を有する。このため、防災拠点や避難地となる緑地等の整備を推進するとともに、災害応急対策設備を確保し、公園の防災機能の充実を推進する。

延焼遮断帯の整備
以下の方針により、火災時の延焼遮断帯を整備する。
1. 火災時に延焼遮断帯となる樹木の特性を利用し、火災危険区域、木造密集地域、公共施設等の立地する地域には、樹木の耐火性、配植等から熱遮断の効率を考慮した樹林帯、街路樹、生垣や庭木等の延焼遮断帯となる緑化を検討する。
2. 延焼遮断帯として機能する道路、公園等を確保するため、狭幅員道路の拡幅、建築物のセットバック等による総合的な整備を促進する。

[bookmark: _Toc371427083]避難場所の整備
災害時の避難場所や防災拠点として機能する公園の整備を促進する。
なお、大規模な公園は避難場所として指定し、小規模なものは一時集合場所や防災活動拠点としての利用を想定する。

避難地の選定
避難地は、避難者の安全がある程度確保されるスペースを持った学校、公園、緑地等とする。また、避難地は、収容避難施設までの中継地点として位置づけ、誘致距離は500m以内、規模は１～２haとする。

広域避難地の整備
次の設置基準にしたがって広域避難地の選定・整備を検討する。
1. 広域避難地は、大火による輻射熱や火粉、煙等による被害から安全な面積を確保する。
2. 大規模な崖崩れや浸水等の危険のないこと、付近に多量の危険物等が蓄積されてないこと等を考慮する。
3. 到達距離は２km以内とし、主要道路・鉄道・河川等を横断して避難することをできるだけ避ける。


[bookmark: _Toc371070404][bookmark: _Toc371070530][bookmark: _Toc371074478][bookmark: _Toc371344560][bookmark: _Toc371427084][bookmark: _Toc371871382][bookmark: _Toc374373337][bookmark: _Toc413965070]建築物及び文化財等災害予防計画
《基本方針》
公共施設には、多数の勤務者や来訪者が出入りし、災害による被害を拡大させる要因となる。これら多くの人命を災害から守ることは、町としての大きな責務である。又、防災の観点から公共施設等を整備することは、避難所整備の有効な施策ともなる。そのため、新たに建築する公共施設は、不燃化を進めるとともに、老朽施設の更新、補強について検討する。
また、町には歴史的観点からみても重要な史跡が分布し、貴重な文化財が保管されている。これら文化財を後生に残していくため、日頃から火災等の災害の防止と災害による被害の軽減に努める。
そのため、次の災害予防体制の確立を目指す。
1. 防災管理体制の確立
2. 避難体制の確立
3. 防災施設の整備、拡充

《現況/課題》
町及び消防本部は、公共施設に対して、建物の不燃化、防災設備の整備点検等を促進している。
また、町内には貴重な史跡をはじめとする文化財等を有し、これら貴重な文化財を後世に残していくためには、地域ぐるみで保全し、災害の防止に努めていく必要がある。

[bookmark: _Toc371427085][bookmark: _Toc371871383][bookmark: _Toc374373338][bookmark: _Toc413965071]第１項　建築物災害予防計画
[bookmark: _Toc371427086]公共施設災害予防計画
防災管理体制の確立
町は、以下の事項を行い、防災管理体制を確立する。
1. 防火管理者の設置
2. 災害予防及び災害発生時の責任、役割区分の明確化（防災組織の確立）

避難体制の確立
職員及び入所者に対し避難経路を周知徹底し、定期的に避難訓練を実施する等避難体制の整備に努めるものとする。さらに関係機関との連絡体制も整備する。

防災施設としての機能の確保
公共施設は、災害時に避難所や応急活動の拠点となる等、防災施設としての機能を有する。町は、これらの機能の確保・向上のため、以下の対策を講ずる。
1. 耐火、耐震化の促進
2. 消火器、消火栓、警報装置等の整備
3. 防災施設、設備の点検整備
4. 避難救護施設としての利用を想定した改築等の実施

[bookmark: _Toc371427087]一般建築物対策
町は、必要に応じ消防機関等と協力して個々の建築物防災診断の実施を推進する。

[bookmark: _Toc371427088]特殊建築物等の定期報告、指導
学校等の公共施設、病院、興業場、マーケット等特殊建築物及びその設備について、以下の災害予防対策を講ずる。
1. 特殊建築物の所有者等から定期的にその状況を報告させ、又は、実際に調査し、その結果に基づいて適切な指導を行う。
2. 特殊建築物のうち不特定多数が使用するものについては、特に査察を実施し、その結果に応じて、改修等必要な助言、勧告を行う。
3. 一定規模以上の特殊建築物及びエレベーター、エスカレーター、特定の建築設備については、定期的にその現状を調（検）査資格者等に調査させ、その結果の報告を求め、防災上必要な助言、勧告を行う。

[bookmark: _Toc371427089]工事中の建築物に対する指導
落下物に対する防護、土留め工事、建方工事の崩壊防止等の工事現場の危険防止について関係機関の指導により安全確保を図る。

[bookmark: _Toc371427090][bookmark: _Toc371871384][bookmark: _Toc374373339][bookmark: _Toc413965072]第２項　文化財災害予防対策
[bookmark: _Toc371427091]文化財災害予防計画
町及び消防機関は、平素から管理者・住民への火災等への災害対応について、啓発・助言を行い、防災意識の高揚及び予防対策の強化を図る。

重要文化財の指定
町は、文化財所有者及び管理者に対し、文化財を災害から保護するため、防災意識の高揚を図るとともに、国・県の指定する重要文化財については、防災設備等の整備を必要に応じて要請する。

広報活動の実施
町は、文化財に対する住民の防災意識の高揚と愛護精神の普及徹底を図るため、「文化財防火デー（毎年１月26日）」等を活用した広報活動を行う。



火災予防体制の確立
町は、文化財所有者及び管理者に対し、以下の事項の実施に関して指導することにより、火災予防体制の強化を図る。
1. 災害予防及び災害発生時の責任、役割区分の明確化
2. 自主防災組織の編成
3. 火気の使用制限
4. 火災危険箇所の早期発見と改善及び火災警報の実施
5. 火災発生時にとるべき初期消火等の訓練の実施

避難体制の確立
災害時の文化財の保護や参詣者の円滑な避難のため、以下の事項を実施する。
1. 文化財の避難計画（避難場所、避難路、責任者等）の作成
2. 参詣者、拝観者等の避難誘導計画の作成
3. 避難訓練の実施

防災施設、設備の整備
災害による文化財の被害を防止するため、以下の事項により防災施設、設備を整備する。
1. 消火設備の整備促進
2. 避雷針、警報装置、防火用水池の整備促進
3. 電灯線、消火栓等の点検整備
4. 指定物周辺の火気禁止地帯の設定



[bookmark: _Toc371070405][bookmark: _Toc371070531][bookmark: _Toc371074479][bookmark: _Toc371344561][bookmark: _Toc371427092][bookmark: _Toc371871385][bookmark: _Toc374373340][bookmark: _Toc413965073]上水道、公共下水道施設災害予防計画
《基本方針》
上水道及び公共下水道施設の耐震性等を強化して、災害時の被害を最小限にとどめ、速やかに被害施設の復旧を可能にするために必要な施策を実施するものとする。
公共下水道は、進展する市街化に対応し汚水の迅速な排除が行えるよう、また、市街地の環境整備及び公共用水域の水質汚濁を防止するため、施設の整備増強に努める。

《現況/課題》
上水道は、人口増加による水需要の拡大から水資源確保に努めてきたことにより、水源開発は完了している。下水道は、下水道の普及を目指し、多々良川流域下水道を基本として宇美町流域関連公共下水道計画を推進している。
上水道及び下水道等の大部分の配管は、沖積平野に布設され、災害の危険性は避けられない状況にある。そのため、被害が甚大になることを想定し、人員・資機材を充当した復旧体制の確立が重要となる。

[bookmark: _Toc371427093][bookmark: _Toc371871386][bookmark: _Toc374373341][bookmark: _Toc413965074]第１項　上水道施設災害予防計画
[bookmark: _Toc371427096]災害に強い上水道施設の整備
施設の重要度、人口及び将来計画を十分配慮して、施設の防災対策を検討する。
特に、埋設管が布設されている地理的条件をチェックし、好ましくない条件の下にある施設の被害軽減に努める。
また、管路の変更時においては、耐震性能を有する管路への布設替えを行い、被害軽減に努める。

[bookmark: _Toc371427097]災害時応急体制の確立
予防・応急復旧体制の整備
災害時の上水道施設の被害防止、または被害を受けた場合の迅速な復旧のため、以下の事項により災害時応急活動体制を確立する。
1． 気象台の気象予報・警報に対処し、災害が予想されるときは、各施設の点検整備を行うとともに、各家庭における用水の確保、配水制限等の措置を検討する。
2． 緊急措置の方法、分担、連絡体制の確立及び動員計画等の整備に努め、関係者と連携してその体制をとる。
3． 応急復旧工事に必要な資機材を点検整備し、その保管場所、方法について確認しておく。
4． 災害時の職員及び工事関係者の対応マニュアルを作成する。

応急給水体制の整備
給水車、配給用ポリ容器・袋・貯留タンク等の調達確保について検討し、断水時の応急給水体制を整備する。

[bookmark: _Toc371427098]広域応援体制の整備
町は、災害時及び渇水期の給水に関して広域的な連携を図り、水不足を防止して安定的な供給体制を確保するため、「福岡都市圏水道災害時相互応援に関する協定」を締結し、給水及び資材の応援体制を整えている。

[bookmark: _Toc371427099]渇水対策
渇水期の水不足の防止や、安定的な上水道の供給体制の確保のため、以下の対策を講ずる。
1． 広域的な連携のもと新たな水源の確保は完了しているので、自己水源と企業団受水の効率的水運用を図る。
2． 水源保護条例による水源保護地域を常時監視するとともに、水の確保や保全に努める。
3． 安全な飲料水を安定的に供給していくため、老朽化した配水管等の更新をはじめ、水道施設全般の耐震化を推進する。

[bookmark: _Toc371427100][bookmark: _Toc371871387][bookmark: _Toc374373342][bookmark: _Toc413965075]第２項　公共下水道施設災害予防計画
[bookmark: _Toc371427103]災害に強い下水道施設の整備
施設の重要度、人口及び将来計画を十分配慮して、以下の事項の実施による施設の防災対策を検討する。
1. 埋設管が布設されている地理的条件をチェックし、好ましくない条件の下にある施設の被害軽減に努める。
2. 公共下水道更新時に老朽管路の耐震化を拡充する。
3. 宅地開発の進行に対応した整備計画の見直しを適宜行う。

[bookmark: _Toc371427104]災害時応急体制の確立
予防・応急復旧体制の整備
災害時の下水道施設の被害防止、または被害を受けた場合の迅速な復旧のため、以下の事項により災害時応急活動体制を確立する。
1. 災害時に備えて緊急措置の方法、分担、連絡体制の確立及び動員計画等の整備に努め、関係者と連携してその体制をとる。
2. 応急復旧工事に必要な資機材を点検整備し、その保管場所、方法について検討する。
3. 気象台の気象予報・警報に対処し、災害が予想されるときは、各施設の点検整備を行うとともに、各家庭における用水の確保、排水制限等の措置を検討する。
動力源の確保
下水道ポンプ施設は自家発電による動力を有していないため、町は、停電時の備え、予備動力等の確保を行い、又、その運転方法について関係者によく熟知させる。

情報処理の迅速化
下水道ポンプ施設の管理においては、インターネット回線による集中管理システムを導入し、汚水の流出量、ポンプ及び機械の故障を常時監視しているが、停電、通信回線が不通となった場合は、人員配置による監視を行い、情報収集を行う。


[bookmark: _Toc371070406][bookmark: _Toc371070532][bookmark: _Toc371074480][bookmark: _Toc371344562][bookmark: _Toc371427106][bookmark: _Toc371871388][bookmark: _Toc374373343][bookmark: _Toc413965076]交通施設災害予防計画
《基本方針》
道路は、町内・外における人・物及び情報等の円滑な流れを担うとともに、都市の骨組みを形成する。又、その空間は都市災害に対する保護機能や美観を創出する空間としても重要なものである。道路の持つこれら多くの機能を再確認し、これを都市の中で最大限に活かすことのできるような道路整備を進めていくものとする。道路、鉄道等の管理者は、災害を防止するため所管する施設等の実態を把握し、災害時においても常に健全な状態が維持できるよう諸施設の整備等に努める。

《現況/課題》*[footnoteRef:26]*[footnoteRef:27] [26: *●資料1.4.13「道路危険箇所（主要地方道・県道）一覧」]  [27: *●資料1.4.14「道路危険箇所（町道）一覧」] 

町内に網の目のように広がる町道は、一部幅員の狭いところもある等、自動車の利用率からみても決して安全性の高い地域とは言い切れない。これらの交通事情を考慮して、交通災害予防のための対策を推進していく必要がある。
また、大規模災害発生時には道路の被害が即時表面化し、被災者の避難行動や災害応急対策の障害となって現れることが想定される。そのため、災害時の交通途絶に応じた迂回路や緊急交通路の指定等の事前対策も十分検討しておく必要がある。

0. [bookmark: _Toc371427111][bookmark: _Toc371871389][bookmark: _Toc374373344][bookmark: _Toc413965077]交通安全普及計画
[bookmark: _Toc371427112]交通安全施設の整備拡充
町は、交通事故を防止するため、歩道の整備、防護柵、街路灯、カーブミラーの設置等、交通事故防止施設の整備拡充を図る。なお、これらの施設の整備拡充は事故多発地域において優先的に推進する。

[bookmark: _Toc371427113]交通安全意識の養成
町は、以下の事項の実施により、住民の交通安全意識の高揚に努める。
1. 講習会、研究会、作文、ポスター等による啓発
2. 学校安全教育の普及徹底

[bookmark: _Toc371427114][bookmark: _Toc371871390][bookmark: _Toc374373345][bookmark: _Toc413965078]第２項　道路整備計画
[bookmark: _Toc371427115]災害に強い道路の整備
道路管理者は、災害時の道路の被害を軽減し、災害時においても道路の機能が確保されるよう、以下の整備を行う。
1. 県道における土砂崩壊、落石等の危険箇所については、対策工事を県に要請するとともに、実施が円滑に進むよう地元調整等について協力する。
2. 町道における土砂崩壊、落石等の危険箇所については、現況調査を行い、法面防護工等の設置を検討する。
3. 災害時の避難、災害応急対策等の障害となるような幅員の狭い橋や老朽橋については、架け替えや拡幅等を検討する。
4. 狭あいな生活道路については、建築時におけるセットバック指導に併せて道路拡幅を図る。
5. 路面の継続的な排水整備を図るとともに、既設暗渠の改修を行う。
6. 地盤の軟弱箇所及び湧水の伴う箇所について、路盤の改良を実施する。
7. 側溝等の機能が有効に発揮されるよう、土砂、塵芥等の滞留や破損状況について点検し、災害防止のための適切な処置を講じる。
8. 台風、大雨等の異常気象時における橋梁の機能確保のため、事前調査を実施し、出水時において余裕高のない箇所の整備を推進する。
9. 幅員の狭い橋梁について、拡幅や架け替え等の改良を検討する。

[bookmark: _Toc371427116]パトロールの実施
町は、道路、橋梁等の被害を防止し、又、被害の誘因となるものを排除するため、パトロールを強化し道路の維持補修に努める。

[bookmark: _Toc371427117]道路の新設、改良
道路の新設、改良の推進
災害時の道路ネットワークの確保・多重化のため、以下の方針により道路の新設、改良を進める。
1. 通過交通量の分散と災害時における交通途絶に応じた迂回路の確保を推進する。
2. 都市計画道路志免宇美線（幅員25m）の早期着工を推進する。
3. 県道福岡太宰府線の改良事業を推進する。
4. 高規格の町道の改良を進めるとともに、人にやさしい町道への改善を進める。
5. 林道の改良事業を推進する。

道路の新設、改良にあたっての留意事項
道路の新設、改良にあたっては、災害時の安全性にも考慮するとともに、当該道路の新設等により新たな危険箇所が発生することのないよう留意する。特に、以下の事項の検討を行う。
1. 道路の新設により、排水系統が変わる場合の対策
2. 道路本体の雨水処理及び排水先の流下能力の検討
3. 道路新設により、新たな危険箇所が発生する場合の対策

[bookmark: _Toc371427118]緊急交通路整備計画
県（公安委員会）が指定を予定している緊急交通路（風水害及び大規模災害発生時における緊急通行車両の通行を確保すべき道路）を重点に道路及び施設等の耐震性、安全性の強化推進を図るなど、大規模災害の防止及び軽減並びに災害発生時における迅速、的確な災害応急対策に努める。
緊急交通路は、優先的道路整備を推進し、広域的輸送体制等を考慮し、県の緊急交通路の指定と併せて相互の連絡体制を確保できるようにする。

＜緊急交通路指定路線＞
	区分
	路線名
	起点
	終点
	備考

	国
	九州縦貫道
	門司区黒川
	大牟田市
	福岡県内



[bookmark: _Toc371427121][bookmark: _Toc371871391][bookmark: _Toc374373346][bookmark: _Toc413965079]第３項　鉄道施設災害予防計画
九州旅客鉄道株式会社は、鉄道施設における災害の防止及び被害の軽減のための対策を講ずる。

[bookmark: _Toc371427122]防災訓練の実施
事故、災害発生時に、適切な措置がとれるよう、以下の防災訓練を適宜実施する。
1. 非常呼出訓練
2. 避難誘導訓練
3. 救出、救助、救護訓練
4. 脱線復旧訓練

[bookmark: _Toc371427123]防災関係資材の点検整備
復旧機材等を常に整備し、完全な状態にしておく。


[bookmark: _Toc371070407][bookmark: _Toc371070533][bookmark: _Toc371074481][bookmark: _Toc371344563][bookmark: _Toc371427125][bookmark: _Toc371871392][bookmark: _Toc374373347][bookmark: _Toc413965080]農林業災害予防計画
《基本方針》
農業あるいは農地というものは、ただ単に作物を生産するだけでなく、緑の空間を約束するものであると共に、豪雨時等は雨水調整池の機能も有していることから町における農業あるいは農地の持つ役割は極めて大きいといえる。従って、今後とも農業施設及び農産物等を台風、豪雨等による被害から未然に防止するため、所要の予防措置を講ずるものとする。
農業施設等については農業従事者により維持管理がなされ、地元住民に頼るところが大きい。整備計画にあたっては協力依頼を要請するとともに、町と住民による相互協力体制のもと計画を推進する。

《現況/課題》
洪水、台風等は、気象予報・警報や雨量情報により事前に予想されるため、直前の防災対策と常時の維持管理により、ある程度被害の軽減に努めることができる。

[bookmark: _Toc371427126][bookmark: _Toc371871393][bookmark: _Toc374373348][bookmark: _Toc413965081]第１項　農業災害予防計画
[bookmark: _Toc371427127]農業施設災害予防計画
町は、農業従事者、施設管理者等に対し、災害の予防のため、それぞれの施設について以下の対策を講ずることを奨励する。

＜農業施設災害の予防対策＞
	施設
	対策内容

	ため池
	1. [bookmark: _Toc371070408]巡視による異常の早期発見と報告、草刈りの励行
2. [bookmark: _Toc371070409]斜樋、底樋の排水施設の点検整備
3. [bookmark: _Toc371070410]堤体の応急補強と通行規制
4. [bookmark: _Toc371070411]余水吐及び下流放水路障害物の除去
5. [bookmark: _Toc371070412]不用貯水の排除及び事前放流
6. [bookmark: _Toc371070413]ため池等整備事業の積極的活用

	用排水路
	1. [bookmark: _Toc371070414]浚渫、除草、障害物の除去、破損個所の修理
2. [bookmark: _Toc371070415]水路中の各種ゲートの整備点検、操作を確実に行うこと
3. [bookmark: _Toc371070416]湛水防除施設の整備点検、操作を確実に行うこと

	農道
	1. [bookmark: _Toc371070417]側溝、暗渠、溜桝、排水管等、排水施設の浚渫、清掃
2. [bookmark: _Toc371070418]農業機械の大型化に対応しての農道の拡幅、整備



[bookmark: _Toc371427129]

農作物災害予防計画
町は、農業従事者に対し、災害による農作物の被害を防止するための以下の予防措置を講ずるよう奨励する。

＜農産物被害の予防対策＞
	農産物
	予防対策

	水稲
	1. [bookmark: _Toc371070419]災害常襲地帯においては、災害の種類に応じた倒伏抵抗性品種等の採用と適期移植により、災害の軽減、回復を図る。
2. [bookmark: _Toc371070420]災害に対し抵抗性の強い健苗を育成する。
3. [bookmark: _Toc371070421]応急対策予備苗を共同育苗（苗代）施設の利用により確保する。
4. [bookmark: _Toc371070422]干ばつ時においては計画的配水、灌がいと麦稈、山草、堆肥等により蒸発を防止する。又、作期の分散等により被害の発生を防止する。
5. [bookmark: _Toc371070423]風害に伴い発生する白葉枯病等の病虫害予防処置、事後処置を講ずる。
6. [bookmark: _Toc371070424]気象情報に即応した予防処置を講ずる。
7. [bookmark: _Toc371070425]局所的農用水源確保のため、保安林の維持管理を図る。

	果樹
	1. [bookmark: _Toc371070426]干害対策としては深耕、排水等によって根群分布を深めるとともに、土壌水分の蒸発抑制のため敷藁、敷草等を行い、雑草管理を適正にし、作物との水分競争をさける。又、灌水用の水源を確保する。
2. [bookmark: _Toc371070427]風害に対しては、防風樹、防風垣等を設置し、果樹棚、ハウス施設等とともに、その補修、補強を図る。
3. [bookmark: _Toc371070428]水害に対してはテラス溝、排水溝等を整備し、又、敷藁、敷草等により土壌の流失を防止し、園地の損壊を予防する。
4. [bookmark: _Toc371070429]凍霜害対策としては適地を選ぶほか、予報や天候に注意し、被覆、燃焼法等によって防除を行う。

	そ菜
	1. [bookmark: _Toc371070430]干害対策として灌水施設を整備し、敷藁、敷草を実施する。
2. [bookmark: _Toc371070431]風水害又は水害に対する排水溝等の整備を図る。
3. [bookmark: _Toc371070432]台風に対する防風垣、防風林の整備補強を図る。
4. [bookmark: _Toc371070433]倒伏防止のための支柱を補強する。

	花き
	1. [bookmark: _Toc371070434]干害対策として灌水施設を整備し、敷藁、敷草を実施する。
2. [bookmark: _Toc371070435]風水害に対する温室、ビニールハウス等の補強を図る。
3. [bookmark: _Toc371070436]倒伏防止のための支柱を補強する。
4. [bookmark: _Toc371070437]苗床、ハウス等に対する防風垣、防風林、防風網を整備する。
5. [bookmark: _Toc371070438]水害に対しては排水溝等の整備、敷藁、敷草を実施する。



[bookmark: _Toc371427130]

家畜災害予防計画
施設等の整備
畜舎、鶏舎等施設の補強整備、設置場所の選定等を指導する。

飼料作物
災害時においても飼料を確保できるよう、以下の対策を行うよう指導する。
1. 干害に備え、耐干性作物又は品種の奨励普及を図る。
2. 飼料の加工、貯蔵の整備を推進し、乾燥サイレージ等貯蔵飼料の普及を図る。
3. 造成草地の浸食防止について防災処置を講じる。

[bookmark: _Toc371427131]防災営農体制の整備
町は、農地防災事業を計画的に推進し、営農基盤を整備するとともに、以下の計画により、農地保全施設等の管理体制の強化及び防災的見地に基づく営農指導を実施し、防災営農体制の確立に資する。

農地保全施設の管理
堤防、排水機、水門、樋門等の農地保全施設又は農業水利用施設の管理について、各管理主体が維持管理計画を定めるにあたって考慮すべき防災上の事項について指導し、管理の徹底に努める。

営農指導の実施
気象、地形、土壌等の自然的条件を考慮し、防災上の観点に基づく耕種、土壌保全、その他の営農指導に努めるとともに、農作物等に被害を与えるおそれのある気象の変化が起きた場合、又は予想される場合は、これに対応するために必要な技術対策を検討し、県と協力して指導を行う。

[bookmark: _Toc371427132][bookmark: _Toc371871394][bookmark: _Toc374373349][bookmark: _Toc413965082]第２項　林業災害予防計画
町は、森林のもつ水源涵養機能等の災害予防機能を活用し、その維持向上に努めるとともに、災害による森林の被害を予防するため、関係機関、団体等と連携しながら、以下の予防対策を講ずる。
1. 保安林整備事業等により山地部の保水能力を高め、急激かつ大量の出水の防止に努める。又、森林の荒廃を防止するために保安林指定地域の拡大を図り、森林施業を推進する。
2. 小規模林地開発や土石の採取等による自然破壊を未然に防ぐため、監視体制の充実を図り、森林の保全巡視を推進していく。

[bookmark: _Toc371427133][bookmark: _Toc371871395][bookmark: _Toc374373350]

[bookmark: _Toc413965083]第３項　災害予防に関する試験研究の推進
町は、災害予防の効果的な推進を図るため、干ばつや霜害等の気象災害に関する次の県及び関係機関の技術開発や農用地の保全等に関する試験研究成果の入手に努める。
1. 気象情報や気象観測衛星データを活用した災害予防に関すること。
2. 耐干性、耐湿性等を持った農作物の開発に関すること。
3. 簡易施設栽培や被覆資材及び蒸散抑制剤等の利用による気象災害防止技術の開発に関すること。
4. 土壌汚染、土壌流失防止等に関すること。


[bookmark: _Toc371070439][bookmark: _Toc371070534][bookmark: _Toc371074482][bookmark: _Toc371344564][bookmark: _Toc371427137][bookmark: _Toc371871396][bookmark: _Toc374373351][bookmark: _Toc413965084]火災予防計画
《基本方針》
生活の変化から建築物の高層化や構造・用途の多様化に対応した特殊消防車両が必要不可欠な状況である。これらの社会に対応した消防活動と効率的な火災防止が行えるよう、消防法（昭和23年法律第186号）を基本とした予防行政の充実、強化を図るとともに、次の方針のもとに火災予防施策を推進する。
1. 消防力、消防設備の整備強化
2. 火災危険地区等における防火対策の強化
3. 林野火災の防止
4. 防火管理体制の強化
5. 予防、査察制度の活用

《現況/課題》*[footnoteRef:28]*[footnoteRef:29]*[footnoteRef:30] [28: *●資料2.26.1「消防組織図」]  [29: *●資料2.26.2「消防団の組織図」]  [30: *●資料2.26.3「消防分団詰所一覧」] 

消防体制は、消防組織法（昭和22年法律第226号）に基づき、常備消防機関として消防本部（署）と、非常備消防機関として町消防団の２機関を設置している。また、それぞれの機関が保有する消防力では防止できない事態になったとき、互いに応援を求めて災害の防止を行う必要があるので、福岡都市圏及び福岡県全域を一体とした消防救急活動に対処するための消防相互応援協定を締結している。
宇美町の消防力や消防施設等については、次のような問題点を抱えている。
1. 町外への就業者流出により、昼間における消防団員数が不足している。
2. 消火栓は、町内の集落をほぼ網羅するように整備されているが、防火水槽について一部で整備不足が目立っている。
3. 消防自動車進入困難地域、木造密集地域を考慮した「火災危険地区」は指定されていない。

0. [bookmark: _Toc371427138][bookmark: _Toc371871397][bookmark: _Toc374373352][bookmark: _Toc413965085]消防力の強化
[bookmark: _Toc371427140]消防施設の強化*[footnoteRef:31] [31: *●資料2.26.4「消防機関の現有車両」] 

町及び消防機関は、「消防力の基準」に基づき、年次計画により消防機械の整備、更新、機械の近代化、軽量化を図るとともに、資機材の不足する場合を想定し、あらかじめ調達方法や調達場所を検討しておく。
また、毎年定期的に資機材の点検、整備を行い、不良品の交換や不足品の補充等を行う。

消防水利の強化*[footnoteRef:32] [32: *●資料2.26.5「消防水利分布図」] 

町及び消防機関は、「消防水利の基準」に基づき、以下の方針に従い消防水利施設を整備する。
1. 消防水利は人工水利（消火栓、防火水槽、プール）と自然水利（河川、池）とに分けられるが、市街化の進行につれ自然水利の利用が困難になりつつあるので、人工水利を消防水利の主体として整備を進める。
2. 現有水利の保全に努めるとともに、未整備区域を中心に、消防水利を年次計画により整備していく。
3. 消火栓については、水道管埋設時に随時設置する。
4. 防火水槽については、計画的に整備を進めていく。

[bookmark: _Toc371427144]火災予防条例の制定・運用
町及び消防機関は、火気の使用制限、少量危険物等の取扱い及び避難管理等について規定した火災予防条例を制定、運用し、火災の発生を未然に防止する。

消防計画の策定
町及び消防機関は、災害が発生し、または発生する恐れがある場合における消防機関の組織、消防隊の編成、運用及びその他活動体制等について、消防計画を定めておく。
また、策定した消防計画については、毎年検討を加え、必要に応じて修正を行う。

[bookmark: _Toc371427139]消防団の強化
消防団の活性化
町及び消防団は、消防団を魅力あるものとし、団員の確保を図るため以下のようなソフト面、ハード面からの活性化総合計画を推進する。
1. 安全装備（防火衣等）の整備拡充
2. 消防車の更新
3. 消防団ＰＲ用の映画、ポスター、リーフレットの積極的な活用
4. 教養研修、レクリエーション活動の整備充実

協力体制の強化
町及び消防団は、消防団の各分団相互間による消防活動の協力体制強化を図る。

訓練の実施
町及び消防機関は、以下の訓練を実施する。
1. 緊急伝達網を通じての召集、参集実施訓練等、消防団員に対する訓練
2. 消防団員や消防団ＯＢの立場を活用した、消防団と自主防災組織の合同訓練

市町村相互応援体制の強化
町及び消防機関は、災害時における消防活動の万全を期するため、消防組織法第２１条の規定に基づき、消防に関し相互に応援するよう努めるとともに、相互応援について協定を締結し、消防体制の確立を図る。

[bookmark: _Toc371427141][bookmark: _Toc371871398][bookmark: _Toc374373353][bookmark: _Toc413965086]第２項　火災予防対策
火災類型別の火災予防対策
[bookmark: _Toc371427148]危険地域火災予防対策
町及び消防機関は、あらかじめ人命危険及び延焼拡大のおそれのある地域を指定し、重点的に防火対策を講ずる。
1. 出動部隊数、消防機関よりの順路、水利、爆発物件、引火物件、その他危険物件の所在、避難誘導等の人命救助の方法等を策定しておく。
2. 建物や道路の現況を把握し、それに対応した火災予防対策を検討する。
3. 消防車の進入が困難な地区においては、特に、初期消火が重要となるので、自衛消防隊等の自主防災組織の整備を促進し、防火意識の普及高揚を図るとともに消火訓練等を実施する。

[bookmark: _Toc371427149]特殊建築物火災予防対策
町及び消防機関は、特殊建築物における火災を予防するため、以下の事項を実施する。
1. 特殊建築物の安全性を確保し、災害を防止するため、定期的な検査の実施、保守状況の報告を促進する。
2. 特殊建築物のうち、学校、病院、工場、事業所その他多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する建築物については、必要な消防用設備等の整備、防火管理者の設置を促進し、あわせて予防査察を実施し、火災予防の徹底を図る。又、防火性能を有するカーテン、暗幕、じゅうたん等の使用を義務づけ、火災が発生した場合の火災拡大の危険性を排除する。
※特殊建築物：学校、体育館、病院、集会場、展示場、市場、公衆浴場、旅館、共同住宅、寄宿舎、下宿、工場、倉庫、自動車車庫、危険物の貯蔵庫、大規模小売店舗、その他これらに類する用途に供する建築物のこと

[bookmark: _Toc371427150]車両火災予防対策
町及び消防機関は、一般的予防対策として、人命救助の方法、避難誘導、付近建物への延焼防止、危険物対策、高圧電気設備に対する消火方法、関係機関との連絡等について計画を策定する。

[bookmark: _Toc371427142]防火管理体制の強化
防火管理者制度の推進
町及び消防機関は、防火管理者を選任しなければならない防火対象物及び消防設備を設置することを義務づけられている防火対象物の関係者に対し、次の処置をとる。
1. 防火対象物には必ず防火管理者を選任し、また、現任防火管理者に対し防火管理者上級講習会を開催する等により、その資質の向上を図るようにする。
2. 防火対象物に対し、消防計画の作成、防火訓練の実施、自衛消防組織の充実、促進、消防用設備等の整備点検及び火気の使用について十分な指導を行う。
3. 防火管理者の組織化を育成指導し、相互の知識及び技術の修得研修の機会を与える。
4. 消防用設備等工事着手の届出及び防火対象物使用開始の届出の際に指導を行う。

[bookmark: _Toc371427143]消防同意制度の効果的な運用
建築物の規模、構造、用途に応じ、それぞれ適応した消防用設備等をはじめ、防火に関する規定に違反していない条件として建築主事が行う建築確認の同意を行い、完成後の検査と維持管理の指導を実施して都市防災を推進する。

火災予防査察の強化
立ち入り検査
町及び消防本部は、消防法等に基づき、学校、病院、事業所等多数の者が出入り、勤務、又は居住する防火対象物について防火管理の徹底を期するため、以下の計画に従って立ち入り検査を実施し、又、通報、避難、消火等の訓練の実施及び消防計画の作成の指導を行う。
＜予防査察の実施計画＞
	名称
	対象
	時期

	定期予防査察
	公共建物、工場、その他公衆の出入りする場
	年１回以上必要に応じて

	危険物予防査察
	危険物施設
	適宜

	特別予防査察
	特に火災予防の必要がある施設
	必要な場合



防火診断
一般家庭を対象に、必要に応じて火の元検査を主とした防火診断を行う。

[bookmark: _Toc371427146]住民への啓発
町及び消防機関は、住民に対し、以下の啓発活動を行う。
1. 講習会や防災訓練により住民の防火意識の高揚を図り、自主防災組織等を育成指導し、自主的な地域防災体制の確立を図る。
2. 毎年、火災多発期である11月から３月にわたり、秋季全国火災予防運動（11月９日～11月15日）、春季全国火災予防運動（３月１日～３月７日）を通じて、火災予防思想の普及向上に努める。
3. 住宅防火診断等を通じ、火気使用設備、火気器具の適切な取り扱い、消火器の使用方法等について啓発を行い、震災時における火災の防止と消火の徹底を図るとともに、住宅用防災機器の設置、普及促進に努める。
4. 住民の防災意識の高揚を図る施設の建設を計画的に進める。



[bookmark: _Toc371070440][bookmark: _Toc371070535][bookmark: _Toc371074483][bookmark: _Toc371344565][bookmark: _Toc371427152][bookmark: _Toc371871399][bookmark: _Toc374373354][bookmark: _Toc413965087]林野火災予防計画
《基本方針》
森林資源の重要性並びに林野火災の特殊性にかんがみ、以下の方針に基づき積極的に予防対策を推進するものとする。
1. 予防体制及び巡視・監視の強化
2. 自衛消防体制の組織化、相互応援協定等による広域的な消防体制の確立
3. 入山者の防火意識の高揚

《現況》
町及び消防機関は、近隣市町と広域火災等の場合を想定して相互消防応援協定を結んでいる。

0. [bookmark: _Toc371427153][bookmark: _Toc371871400][bookmark: _Toc374373355][bookmark: _Toc413965088]予防体制等の強化
[bookmark: _Toc371427154]予防措置
林野火災発生のおそれがあるときは、巡視、監視を強化するとともに次の事項を実施する。特に、11月～３月までの火災多発期間には、予防対策を強化する。

火災警報の発令等
気象状況等が火災予防上危険であると認められるときは、火災に関する警報の発令、地域住民及び入山者への周知等必要な措置を講じる。
火災警報の住民、入山者への周知は、打鐘、サイレン等消防信号を活用する他、広報車による巡回広報等を通じ周知徹底を図る。

火入れの協議
火入れによる出火を防止するため、森林法（昭和26年法律第249号）第21条及び第22条に基づく町長の許可については、時期、許可条件等について事前に消防機関と十分調整を図る。
また、火入れの場所が隣接市町に近接している場合は、関係市町に通知する。

火入れ等の制限
1. 気象条件によっては、入山者等に火を使用しないよう指導する。
2. 町長は、特に必要と認めるときは、火入れに関する条例等に基づき、期間を限って一定区域内の火入れの差し止め等を制限する。

[bookmark: _Toc371427155]

林野所有（管理）者に対する指導 
町は、林野所有（管理）者に対して、防火線の設置、森林の整備、火災多発期における巡視等林野火災防止に努めるよう指導するとともに、火入れに際しては森林法に基づいて実施し、消防機関及び隣接所有者との連絡を十分にとり、安全を期するよう指導する。

[bookmark: _Toc371427156]消防体制の整備
町及び消防機関は、自衛隊、警察等の協力を得て、地域における総合的消防体制を確立する。
また、消防機関における相互応援協定等により広域的な消防体制の確立を図る。

[bookmark: _Toc371427157][bookmark: _Toc371871401][bookmark: _Toc374373356][bookmark: _Toc413965089]第２項　予防施設等の整備
[bookmark: _Toc371427158]予防施設等の整備
町及び消防機関は、林野火災の危険性の高い民有林が所在する地域に、重点的に林野火災予防設備を配備する。特に、以下に示す事項を行う。
1. 防火水槽の増強
2. 自然水利用施設の増強
3. へリポート・補給基地の整備
4. 防火線、防火帯林、防火管理道等延焼防止のための防火施設の整備
5. 休憩所等にドラム缶等を利用した防火用水の整備
6. 土管等を利用した路端用灰皿等の整備

[bookmark: _Toc371427159]資機材の整備と備蓄
消防機関は、消防力の強化のため、資機材の整備と備蓄を積極的に推進する。

消火作業機器等の整備
空中消火用資機材、小型動力ポンプ・送水装置、ジェットシュータ、チェンソー等の消火作業用機器等の計画的な整備を推進する。

消火薬剤等の備蓄
第一リン酸アンモニウム（map)、第二リン酸アンモニウム（dap)、展着剤等、消火薬剤等の備蓄を推進する。

[bookmark: _Toc371427160][bookmark: _Toc371871402][bookmark: _Toc374373357]

[bookmark: _Toc413965090]第３項　防火思想の普及
火災予防運動の設定
春季・秋季の年２回の火災予防週間に合わせ、広報紙等を活用して防火思想の周知徹底を図る。
＜火災予防週間＞
	名称
	時期

	秋季火災予防運動
	11月９日～11月15日

	春季火災予防運動
	３月１日～３月７日


ポスター、標識板等の設置
登山口、林道、樹木、駅、交通機関等に火災予防に関するポスター、標識等を掲示し注意を喚起する。

ラジオ、テレビ等の活用
報道機関、学校等の協力を得て、防火思想の普及、啓発を図る。


[bookmark: _Toc371070441][bookmark: _Toc371070536][bookmark: _Toc371074484][bookmark: _Toc371344566][bookmark: _Toc371427161][bookmark: _Toc371871403][bookmark: _Toc374373358][bookmark: _Toc413965091]危険物等災害予防計画
《基本方針》
消防機関は、危険物（消防法　第２条第７項）による災害の発生及び拡大を未然に防止するため、消防法及び関係法令に基づく規制、保安意識の高揚、自主保安体制の確立等を図る。
これらの危険物施設に対しては、次の方針により消防本部及び警察署等の関係機関と協力して災害発生及び拡大の防止を図る。
1. 関係法令の遵守
2. 消防法に基づく保安監督の強化
3. 保安体制の確立及び教育の徹底
4. 車両火災の予防
5. 危険物施設における自主防災組織の育成

《現況/課題》
危険物施設は、消防法の規制に従って監督・自主保安体制がとられているため、消防機関の指導の他、施設の管理者の防災対策に頼らざるを得ない。
又、交通網の拡大により危険物輸送による事故の危険性も拡大することとなる。

＜町内の危険物施設数＞
	施設区分
	施設数

	事業所数
	55

	製造所
	0

	貯蔵所
	屋内貯蔵所
	16

	
	屋外タンク貯蔵所
	12

	
	屋内タンク貯蔵所
	2

	
	地下タンク貯蔵所
	14

	
	簡易タンク貯蔵所
	0

	
	移動タンク貯蔵所
	8

	
	屋外貯蔵所
	1

	
	小計
	53

	取扱所
	給油取扱所
	26

	
	販売取扱所
	0

	
	一般取扱所
	12

	
	小計
	38

	合　　計
	91


資料：粕屋南部消防組合消防本部「消防年報」（H26.3.31時点）　　　　　　　
[bookmark: _Toc371427162][bookmark: _Toc371871404][bookmark: _Toc374373359][bookmark: _Toc413965092]第１項　危険物災害予防対策
[bookmark: _Toc371427163]保安指導
消防機関は、消防法に定める危険物貯蔵所等の所有者に対し、保安監督について指導監督を行う。また、必要に応じて、危険物貯蔵所等の所有者に対し、資料の提出及び報告、立入検査等、危険物に対する規制と指導を行う。

[bookmark: _Toc371427164]危険物に関する規制
消防機関は、危険物の取扱に関して以下の規制を行う。
1. 危険物取扱者が立ち会わない無許可の危険物取扱を禁止する。
2. 基準に適合しない施設又は無許可施設等による危険物の貯蔵、取扱等を禁止する。

[bookmark: _Toc371427165]危険物施設における責任体制の確立
消防機関は、危険物取扱者、危険物保安監督者、危険物保安統括責任者及び危険物施設保安員の責任体制の確立を指導する。

[bookmark: _Toc371427166]保安意識の高揚
消防機関は、危険物取扱者に対し、保安教育の徹底を図る。

[bookmark: _Toc371427167]自主保安体制の確立
消防機関は、各危険物施設における自主防災組織の育成を推進するため、各種防災活動への参画を依頼する。

[bookmark: _Toc371427168]装備資機材の備蓄・整備
関係事業所は、緊急時の応急対策の実施に備え、以下の災害用装備資機材等をあらかじめ整備充実しておく。また、備蓄（保有）資機材等は随時点検を行い、保管に万全を期する。
1. オイルフェンス
2. 中和剤
3. 吸着マット
4. 水質汚濁防止のための資機材等

[bookmark: _Toc371427169]火災対策
消防機関は、危険物施設等における火災に対処するため、以下の事項を実施する。
1. 特殊火災における近接市町村との消防相互応援体制の強化を図る。
2. 消防機関、関係事業所等における消火剤の保有状況、化学消防車その他化学消防設備の実態を把握し、緊急輸送体制の確立を図る。

[bookmark: _Toc371427170][bookmark: _Toc371871405][bookmark: _Toc374373360][bookmark: _Toc413965093]第２項　高圧ガス災害予防対策
高圧ガスは、その取扱いを誤れば爆発や火災の原因となり、大きな災害を招く危険性がある。このため、法令に基づく規制（高圧ガス保安法等）、保安意識の高揚、取締りの強化及び自主保安体制について関係機関の要請に応じ、これに協力して災害防御に努めるものとする。

[bookmark: _Toc371427171]自主保安体制の確立
町及び消防機関は、以下の事項を行い、高圧ガス関係事業者による自主保安体制の確立を目指す。
1. 高圧ガス関係事業者に対し保安教育の実行、自主検査の徹底を指導する。
2. 高圧ガス関係事業者の自主的な防災組織である「高圧ガス地域防災協議会」や高圧ガス関係団体が実施する自主保安活動を要請する。

[bookmark: _Toc371427172]保安指導
町及び消防機関は、高圧ガス関係事業者に対して以下の保安指導を行う。
1. 保安管理体制や安全な運転操作に関する事項等を定める危害予防規程の整備や、従業員に対する保安教育計画の策定、実施等を指導する。
2. 製造・販売・貯蔵施設等に対し定期的に保安検査を実施する一方、随時に立入検査を実施して施設の維持管理状況が適正であるか確認し、さらに、ソフト面に関する保安確保の指導を行う。
3. 販売、消費事業所に対し、巡回保安指導を行い、保安の確保を図る。
4. 高圧ガス積載車両等の違反に対しては、関係機関と緊密に連携して、随時、一斉取締りを行う。

[bookmark: _Toc371427173]保安意識の高揚
町及び消防機関は、以下の事項を行い、高圧ガスに対する保安意識の高揚を図る。
1. 高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の周知徹底を図る。
2. 関係事業所の製造保安係員や販売主任者又は消費者等に対し、保安確保を図るため関係機関等と連携して講習会等を実施する。
3. 危害物災害予防週間を設定し、高圧ガス大会の開催、ポスターの配布、防災訓練の実施等関係者の危害物災害予防思想の啓発を図る。

[bookmark: _Toc371427174][bookmark: _Toc371871406][bookmark: _Toc374373361][bookmark: _Toc413965094]第３項　火薬類災害予防対策
火薬類は、土木・建築・採石事業等に関連して活用され、一旦その取扱いを誤れば爆発や火災等から重大な災害を引き起こすおそれがある。
このため、法令に基づく規制、保安意識の高揚、取締り、自主保安体制等については、周辺関係機関の要請に応じ、これに協力して災害防御に努める。
[bookmark: _Toc371427175][bookmark: _Toc371871407][bookmark: _Toc374373362][bookmark: _Toc413965095]第４項　毒物劇物災害予防対策
毒物劇物に関する製造、販売、使用のあらゆる段階においての規制、指導、災害予防対策については、周辺関係機関の要請に応じ、これに協力して災害防御に努める。

[bookmark: _Toc371427176][bookmark: _Toc371871408][bookmark: _Toc374373363][bookmark: _Toc413965096]第５項　輸送対策
町及び消防機関は、危険物輸送による事故防止のため、容器、積載方法等についての基準厳守を指導、強化する。また、車両火災の予防、安全運転の励行等について指導するとともに、予防査察を行う。
[bookmark: _Toc371070442][bookmark: _Toc371070537][bookmark: _Toc371074485][bookmark: _Toc371344567][bookmark: _Toc371427179][bookmark: _Toc371871409][bookmark: _Toc374373364][bookmark: _Toc413965097]
公益事業等施設災害予防計画
《基本方針》
電気、ガス、通信は、日常生活及び産業活動上欠くことのできないものであり、万一、災害によりこれらの施設設備が被害を受けた場合、その復旧は緊急を要するため、電気、ガス及び通信事業者はこれらの復旧を円滑に実施するための措置を講じるものとする。

《現況》
電気施設、ガス施設及び通信施設の防災については、それぞれ九州電力株式会社、各ガス事業者、西日本電信電話株式会社、日本放送協会（ＮＨＫ）において平常時から保安規程を始め関係諸規程、規則等に基づき施設の管理、維持改良を行っている。

[bookmark: _Toc371427180][bookmark: _Toc371871410][bookmark: _Toc374373365][bookmark: _Toc413965098]第１項　電気施設災害予防対策
九州電力株式会社、九州電力送配電株式会社は、大規模地震や台風等の災害時の電力施設の被害を防止し、又発生した被害を早期に復旧するため、被害発生原因の除去と耐災環境の整備に努める。
	【参考】
九州電力株式会社、九州電力送配電株式会社では、変電、送電設備、配電設備や通信設備の防災について、保安規程、災害等対策規程等に基づき、次のような予防対策を行っている。
1. 防災組織の確立
2. 情報連絡及び動員体制の確立
3. 応急対策用資機材の備蓄
4. 関係設備の点検及び防護処置の実施
5. 災害危険箇所や要注意箇所における予防工事の推進
6. 災害時における通信回線の確保、強化
7. 受容者に対する災害予防のための点検、広報活動の推進
8. 他電力会社との相互応援体制の確立、強化



[bookmark: _Toc371427181][bookmark: _Toc371871411][bookmark: _Toc374373366][bookmark: _Toc413965099]第２項　ガス施設災害予防対策
ガス施設において、災害発生を未然に防止することはもちろんのことであり、発災時は被害を最小限とするとともに、震災発生地域でのガスによる二次災害防止と供給継続及び保安確保を図る。

防災設備、体制の整備
各ガス事業者は、今後整備するガスの製造、供給に係る設備の整備、体制及び運用について総合的な災害防止対策を講じる。
防災体制（ＬＰガス協会）
体制の整備
地震発生時においては、二次災害の防止、供給停止地域の極小化及び円滑な復旧体制を確立する。

対策計画の作成
設備対策に必要な情報の入手等を行い、二次災害防止のための対策計画を作成する。

支援体制
地震被害後においてもエネルギーの供給を推進するため、需要家に対する代替エネルギーの確保等に努める。

需要家に対するガス安全使用のためのＰＲ
需要家に対し、あらゆる機会をとらえてガスの正しい使い方及びガスもれの際の注意事項をＰＲするとともに、特に、地震、火災等災害時には必ず「ガス栓」を閉じるよう周知徹底を図る。

[bookmark: _Toc371427182][bookmark: _Toc371871412][bookmark: _Toc374373367][bookmark: _Toc413965100]第３項　通信施設災害予防対策
西日本電信電話株式会社は、災害等異常時の電気通信サービスの確保を図るため、電気通信設備について予防措置を講じ万全を期する。
	【参考】
西日本電信電話株式会社においては、電信電話施設の防災について、次のような施策により施設の補強等の予防対策を行っている。
1. 情報収集、連絡体制の強化
2. 関係設備の点検整備
3. 応急処置計画の点検、確認
4. 災害関係回線の点検、確認及び応急処置の準備
5. 災害対策用資機材等の点検、確認及び事前処理
6. 災害発生危険設備の補強及び防護
7. 無駐在局への出動体制の強化
8. 職員等の非常呼出等動員体制の確立





[bookmark: _Toc371427183][bookmark: _Toc371871413][bookmark: _Toc374373368][bookmark: _Toc413965101]第４項　放送施設災害予防対策
日本放送協会福岡放送局は、非常災害が発生し、又は発生するおそれのある場合における放送電波の確保を図るため、日本放送協会災害対策規程（同災害対策実施細目）を定め、放送設備、局舎設備等について各種予防措置を講じ、災害報道の確保に万全を期する。
	【参考】
日本放送協会においては、「日本放送協会災害対策規程」に基づき次のような災害予防対策を行っている。
1. 消耗品、資機材等の定量常備
2. 無線中継状態の把握
3. 移動無線機等の伝搬試験
4. 仮演奏所及び仮設送信所用場所の調査選定
5. 電力会社、警察、国土交通省等の利用し得る通信回路の調査
6. その他、警戒時に必要と認められる事項




[bookmark: _Toc371070443][bookmark: _Toc371070538][bookmark: _Toc371074486][bookmark: _Toc371344568][bookmark: _Toc371427184][bookmark: _Toc371871414][bookmark: _Toc374373369][bookmark: _Toc413965102]中高層建築物災害予防計画
《基本方針》
近年の建築物は土地の有効利用、効率化を図るために高層化、大規模化が進んでいる。
このような建築物は一般の建築物と比べ、使用形態が多様化した建築物が多く、よりきめ細かな防災対策が必要である。中高層建築物の所有者、管理者、占有者（以下「所有者等」という。）、消防機関等は次に掲げる各事項の推進を図り、もって中高層建築物等における災害を未然に防止するものとする。

《現況/課題》
宇美町における中高層建築物の現況は以下のとおりである｡

＜中高層建築物の現況＞
	階層
	棟数
	階層
	棟数

	15階
	1
	9階
	1

	14階
	0
	8階
	1

	13階
	0
	7階
	1

	12階
	0
	6階
	2

	11階
	0
	5階
	22

	10階
	1
	4階
	31

	-
	-
	合計
	60


資料：粕屋南部消防組合消防本部「消防年報」（H25.3.31時点）

[bookmark: _Toc371427185][bookmark: _Toc371871415][bookmark: _Toc374373370][bookmark: _Toc413965103]第１項　対象施設
高層建築物及び中層建築物とする。
高層建築物とは、高さが31ｍを超える建築物をいい、消防法第8条の2及び第8条の3規定の対象となる。また、中層建築物（4階以上の建築物）についても、一般の建築物とは異なった消防上の対策が必要となるため、次項以下に示す対策を行う。

	【関係法令】
消防法第8条の2
高層建築物（高さ31メートルを超える建築物をいう。第8条の3第1項において同じ。）その他政令で定める防火対象物で、その管理について権原が分かれているもの又は地下街（地下の工作物内に設けられた店舗、事務所その他これらに類する施設で、連続して地下道に面して設けられたものと当該地下道とを合わせたものをいう。以下同じ。）でその管理について権原が分かれているもののうち消防長若しくは消防署長が指定するものの管理について権原を有する者は、これらの防火対象物について、消防計画の作成その他の防火管理上必要な業務に関する事項で総務省令で定めるものを、協議して、定めておかなければならない。
消防法第8条の3
高層建築物若しくは地下街又は劇場、キャバレー、旅館、病院その他の政令で定める防火対象物において使用する防炎対象物品（どん帳、カーテン、展示用合板その他これらに類する物品で政令で定めるものをいう。以下同じ。）は、政令で定める基準以上の防炎性能を有するものでなければならない。



[bookmark: _Toc371427186][bookmark: _Toc371871416][bookmark: _Toc374373371][bookmark: _Toc413965104]第２項　消防機関による予防措置
消防機関は、中高層建築物等における災害を未然に防止するよう努める。

[bookmark: _Toc371427187]所有者等に対する指導の強化
所有者等に対し、第3項に掲げる事項について重点的な指導を行う。

[bookmark: _Toc371427191]査察の強化
消防法の規定に基づく査察を強化し、消防用設備等の設置、維持状況及び防火管理の適否について検査を行い、消防関係法令の規定に適合しないもの及び火災が発生した場合に人命に危険があると認められるものについては、その所有者等に対し必要な改善を行わせ、又はその施設の使用停止等の必要な措置を命じ、災害の予防に万全を期する。

[bookmark: _Toc371427192]ガス事業者との連携強化
ガス事業者との連絡通報体制、出動体制及び現場における連携体制等その強化に努める。

[bookmark: _Toc371427193]消防施設の整備、充実
中高層建築物等の災害に対処するため「消防力の基準」及び各地域の実情に基づき次の消防施設の整備、充実に努める。
1. はしご車又は、屈折はしご車
2. 照明電源車
3. 救急車、排煙車、救助工作車
4. 救助用資機材
[bookmark: _Toc371427194][bookmark: _Toc371871417][bookmark: _Toc374373372][bookmark: _Toc413965105]第３項　所有者による予防措置
中高層建築物の所有者は、関係機関の指導に基づき、予防措置を積極的に推進する。

[bookmark: _Toc371427195]防火避難施設の点検整備
災害時の避難が円滑に行われるよう、以下の整備を行う。
1. 耐火構造、防火構造及び防火区画の点検整備
2. 内装等建築材料の不燃化及び内装制限
3. 避難施設等（階段、通路、出入口、排煙設備、非常用の照明装置及び非常用の進入口）の点検整備
4. 非常用昇降機の点検整備

[bookmark: _Toc371427196]防火管理体制の強化及び消防用設備等の点検整備
火災の予防及び被害の軽減を図るため、以下の事項を行う。
1. 消防計画の整備充実
2. 自衛消防組織の整備充実
3. 防火管理者、火元責任者等の防火に関する知識の向上
4. 共同防火管理体制の確立
5. 消防用設備等、火気使用設備及び器具の点検整備
6. 工事中における従事者への監督強化と防災のための計画の協議
7. 非常用進入口の確保
8. 照明設備等の落下、倒壊の防止措置の徹底
9. その他防災上必要な事項

[bookmark: _Toc371427198]非常用通信設備の整備充実
施設内の非常通信設備及び消防機関等への通信設備の整備充実を図る。

[bookmark: _Toc371427199]利用者の避難誘導
利用者に対し、平常から非常出口、非常階段、避難設備の設置場所等の広報に努めるとともに、非常時に利用者が効果的に避難できる情報及びその伝達方法の確立に努める。また、従業員に対して消防計画の周知徹底を図り、所要の訓練を行って、特に利用者の避難誘導体制に万全を期する。

[bookmark: _Toc371427200]安全性の確保
中高層建築物の特殊性、危険性にかんがみ、次のような構造の改善、規模の適正化等施設自体の安全性の向上に努める。
1. バルコニーの設置
2. 防火区画の適正化
3. 全体規模の限定
4. 外壁材、外装材、窓ガラス等の落下防止装置
5. その他安全性を高める措置

[bookmark: _Toc371427201][bookmark: _Toc371871418][bookmark: _Toc374373373][bookmark: _Toc413965106][bookmark: _GoBack]第４項　ガス事業者による予防措置
ガス事業者は、中高層建築物等には、以下に示す災害予防措置を行う。
1. 燃焼器を設置した場合には、ガス漏れ警報設備（集中監視型）を設ける。
2. 燃焼器は金属可撓管、両端に迅速継手の付いたゴム管又は強化ガスホースでガス栓と接続する。
3. 管理人室等から遠隔操作できる緊急ガス遮断装置等の設置を検討する。
4. 導管は１年に１回以上漏洩検査を実施するほか、１年に１回以上安全使用の特別周知を行う。
5. ガスによる事故を想定し、管理者、消防機関、警察署の協力を得て、事業所毎に年１回以上防災訓練を実施する。
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